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平成２４年度 個別事業概要説明 

一般会計 

（款）議会費 （項）議会費 （目）議会費 
≪議会事務局≫ 
議会運営事業 
議会の組織構成である議員に議員報酬並びに費用弁償等を支給し、議員の身分を保障する。 
また、各種関係団体との体制の整備を図り、議員及び職員の研修並びに調査研究等を充実さ
せることにより、議会活動の活性化と適正な議会運営を図る。 
なお、地方議会議員年金制度については、平成２３年６月１日をもって廃止となり、制度廃
止後の給付に要する費用は地方自治体が全額公費で支出することとなっている。 
   
議会管理事業 
議会事務（庶務、議事、調査）の執行並びに議会の機能の発揮を支える。 

   
議会だより会議録作成事業 
議会運営や活動の実態を住民に理解していただくため、「議会だより」を各定例会ごとに発行
し、住民の自治意識の高揚を図る。 
また、地方自治法第１２３条の規定に基づき、会議録を作成する。 

   
（款）総務費 （項）総務管理費 （目）一般管理費 

≪総務グループ≫ 
部課庶務事業 
全庁的な行政活動共通の事務事業に要する経費を一括管理することにより、効率的な事務執
行を図る。 
主な内容としては、複写機管理、共通封書作成、一般郵送料・宅配料の管理など。 
また、日常の行政事務にかかわる法律的な相談事務及び個別訴訟事務を顧問弁護士に委託し、
適正かつ円滑な事務執行の確保に努める。 
   
文書図書管理事業 
文書の収受・配布・保管及び法令図書・町例規の管理を正確かつ迅速に行うことにより、各
部門の事務の円滑かつ効率的な実施を図る。 
   
自衛官募集事務事業 
自衛隊法・自衛隊法施行令に基づき、自衛官の募集に関する事務を行う。 

   
地域活性化基金積立事業 
地域の活性化を図る事業を推進するため設置された地域活性化基金への積立てを行う。 
地域活性化基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 
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職員研修事業 
厳しい行財政状況の中、限られた人員により町行政を効率的に運営するため、様々な分野に
おいて個々の職員が能力を開発し、実務において知識・能力が発揮できるよう各種の研修を受
講し、有能な人材の育成を図る。 
   
職員等福利厚生事業 
職員等の健康診断、健康相談等を実施することにより、健康保持・増進、病気の予防及び快
適な職場環境の形成を図る。 
   
財政事務事業 
各政策に対し、限られた財源を有効かつ適正に配分し、常に収支の均衡を失うことなく財政
運営の健全化を図る。 
   
契約事務事業 
契約事務を適正に処理することにより、公共工事等事業の円滑な推進を図る。 
また、平成１９年度より入札参加資格審査申請の電子申請を開始し、円滑な運用を図る。 
（平成２５年度からの登録対象は、測量・設計・コンサルタント） 

   
情報公開・個人情報保護事業 
情報公開条例、個人情報保護条例を適正に運用し、情報公開制度・個人情報保護制度の充実
を図る。 
   
審議会等運営事業（総務Ｇ） 
各種審議会等において、町の諮問等に応じ、諮問事項等について調査・審議を行う。 

   
≪危機管理グループ≫ 
国民保護計画推進事業 
武力攻撃事態等において町民の生命、身体及び財産を保護するための措置を的確かつ迅速に

実施するため、国民保護計画の見直しを実施し、町民への周知を図る。 
   
≪企画グループ≫ 
秘書事務事業 
町長の交際及び渉外に関することを行う。 

   
≪住民グループ≫ 
コミュニティ推進事業 
自治会及び播磨町自治会連合会の活動並びに自治会公民館の施設整備事業に対して、適切な
支援を行うことにより、コミュニティ活動の活発化と自治意識・連帯意識の高揚を図り、自治
会活動の健全な発展を促進する。 
また、全町的な夏のイベントとして、ＮＰＯ法人が実施する「サマーフェスティバル事業」
に補助することにより、町民の一体感と町への愛着を育てる。 
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   （款）総務費 （項）総務管理費 （目）文書広報費 
≪企画グループ≫ 
広聴事業 
住民から寄せられる町政に対する意見、要望などを聴取し、行政に反映していくとともに、
地域の課題や問題解決のための助言並びに関係グループ等の調整を行う。 
また、行政相談（毎月１回）、無料法律相談（毎月４回、１回４人まで）の実施により、住民
生活の課題を解決に導く支援を行う。 
   
広報事業 
広報「はりま」（毎月２４日発行）、町ホームページ及びＢＡＮ－ＢＡＮテレビ、ラジオの行

政情報番組などを活用し、行政や住民活動の情報を提供するとともに、住民のまちづくりへの
参画と協働を促す。 
また、まちのＰＲのためガイドマップ、キャラクターグッズを作成する。 

   
町政モニター事業 
住民参加のまちづくりを目指し、住民の方々より建設的な意見や提言を聴いたり、町政に対
する関心をもってもらうために「町政モニター制度」を設け、行政と住民の連携と協働による
まちづくりを進める。 
   
映像配信設備管理事業 
議会中の映像などをインターネット網を用い配信するため、映像配信システムを運用する。 

    
（款）総務費 （項）総務管理費 （目）会計管理費 

≪会計グループ≫ 
出納事務事業 
予算執行から決算までの一連の財務会計事務を含め、歳計現金等の適正な執行管理及び財源
調整を行う。 
また、現金の出納管理及び運用を安全かつ効率的に行う。 

    
（款）総務費 （項）総務管理費 （目）電子計算費 

≪企画グループ≫ 
電子自治体推進事業 
基幹業務系システムやグループウェアシステム等の各種システムの維持管理のほか、電子申
請や電子申告等システムの利活用やセキュリティ対策の推進等の電子自治体の構築を推進し、
住民サービスの向上と事務の効率化を図る。 
    

（款）総務費 （項）総務管理費 （目）財産管理費 
≪総務グループ≫ 
庁舎施設維持管理事業 
行政目的を効率的に達成するため、庁舎施設の適切な維持管理と保安保持並びに施設等の整
備充実を図る。 
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公有財産管理事業 
普通財産の適正な維持、保全、管理を行うとともに、有効活用を図る。 
また、将来にわたって不要と判断される用地については、売却を行う。 

   
財政調整基金積立事業 
一般会計における財源を積み立てるため設置された財政調整基金への積立てを行う。 
財政調整基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 

   
減債基金積立事業 
一般会計における町債の償還に必要な財源を確保し、もって健全な財政運営に資するため設
置された減債基金への積立てを行う。 
減債基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 

   
公共施設整備基金積立事業 
公共施設の整備資金を確保するため設置された公共施設整備基金への積立てを行う。 
公共施設整備基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 

   
庁舎整備事業「新規」 
①第１庁舎防水・塗装工事 
防水及び塗装の経年劣化が激しいことから工事を行う。 

②第２庁舎１Ｆオストメイト対応工事 
第２庁舎１Ｆトイレをオストメイト対応仕様に改修する。 

③電話回線音声応答装置設置工事 
勤務時間外（土日・祝日を含む）において直通電話番号を受電した場合に、代表番号案内メ
ッセージを流す装置を設置する。 
   
≪企画グループ≫ 
公用車運転等業務事業 
指定した公用車の運行等を委託し、安全かつ効率的な運行を図る。 

    
（款）総務費 （項）総務管理費 （目）企画費 

≪総務グループ≫ 
国際交流基金積立事業 
国際交流に対する事業の財源を確保するため設置された国際交流基金への積立てを行う。 
国際交流基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 

   
≪企画グループ≫ 
まちづくり推進事業 
各種協議会等に加入し、広域的な観点からもまちづくりを推進する。東播臨海広域行政協議
会、山陽本線沿線市町連絡会、東播磨流域文化協議会、播磨地方拠点都市地域推進協議会への
加入。 
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兵庫五カ国交流会議事業 
兵庫県内の旧５カ国の５市町（摂津の国―猪名川町、丹波の国―篠山市、但馬の国―香美町、
淡路の国―淡路市、播磨の国―播磨町）で、スポーツ交流や観光・物産等の紹介を行い、相互
交流及び共同事業を通じてまちの活性化を図る。 
また、災害時における相互支援を行う。 

   
国際平和非核自治体会議事業 
自由と平等を尊ぶこころ豊かな社会の実現を目指し、昭和５７年４月に「核兵器廃絶のまち
宣言」を行っており、中学生を対象とした祈念講話会、展示会（原爆資料）、上映会などを通し
て、人類永遠の平和を願って活動を推進する。 
   
国際交流事業 
播磨町と中華人民共和国天津市和平区・アメリカ合衆国オハイオ州ライマ市との友好都市・
姉妹都市提携に基づき、相互理解と交流を深めるとともに、広く諸外国の人々との交流の促進
を図る。 
また、平成７年７月に設立された「播磨町国際交流協会」の支援を行うとともに住民主体の
活動を促進し、地域の国際化を進める。 

   
播磨町・朝来市住民交流事業 
播磨町と朝来市の住民交流事業を推進するため、小学生を対象とした交流事業「チャレンジ
教室」の実施や、住民が自主的に参加する「朝来文化交流フェスタ」への支援などを行う。 
   
地方バス等公共交通維持対策事業 
民営の路線バス事業者に補助金を交付することにより、住民にとって必要不可欠な生活バス
路線の維持確保を図り、住民福祉の向上に資する。 
   
加古川ツーデーマーチ支援事業 
「加古川ツーデーマーチ」のコースに大中遺跡が含まれていることから、通過者に通過記念
としてバッチの配布や湯茶サービスを行い、本町及び大中遺跡をＰＲする。 
   
播磨ゆめづくり塾事業 
まちづくりに関するテーマを広く住民より募集し、その中から採用されたテーマの発案者を
塾長として「塾」を形成する。 
住民自らがまちづくりを実践するとともに、様々な視点から魅力と夢のあるまちづくりにつ
いて調査･研究･提案を行い、住民と行政が協働のまちづくりを推進する。 
また、各塾が連携したまちづくりに取り組む。 

   
地域連携施設運営支援事業 
県立東はりま特別支援学校の敷地内に設けられた地域連携交流施設は、学校と地域を結ぶ憩
いや交流の場を目的とした施設であり、施設２階では、地域活動支援センターが開設されてい
る。当該事業は、この施設の運営を支援する事業である。 
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町制施行５０周年記念事業 
今年度町制施行５０周年を迎えるため、式典及び各種記念事業を行う。 
 
住民協働推進事業「新規」 
町の施策であり、行政が実施すべき分野の事業を行政にはない知識・技能を持つ住民活動団
体等と委託契約を締結し協働で実施する。住民参画により、効率的で住民ニーズに柔軟に対応
できるまちづくりを目指す。 
   
行政改革推進事業 
第４次総合計画の推進過程における「評価」により成果や課題の明確化を行い、課題の「改
善」に向けた取り組みを進めるため、行政評価研修などを行う。 
   
地域づくり活動支援事業 
兵庫県の「地域づくり活動支援事業」の「地域づくり活動支援市町モデル事業」の認定を受
け、町との協働により地域における課題解決に積極的に取組むＮＰＯが先進的な取組みや公共
的なサービスの供給等にかかる事業を実施するものに対し、必要な資金を補助金として交付す
る。 
   
土山駅南町有地活用事業「新規」 
民間活力により土山駅南に、にぎわいと交流の場を設け、地域の特性を生かした魅力ある景
観づくりを行う。そのため、検討委員会を立ち上げ、町有地を活用するための基本方針を策定
する。また、事前の土地調査も行う。 
     

 （款）総務費 （項）総務管理費 （目）公平委員会費 
≪議会事務局≫ 
公平委員会運営事業 
公平委員会を地方公務員法第７条第４項の規定に基づき加古川市と共同設置していることに

伴い、運営経費の一部を負担する。 
    

（款）総務費 （項）総務管理費 （目）防犯対策費 
≪危機管理グループ≫ 
防犯活動一般管理事業 
加古川地区防犯協会及び地域住民団体が行う活動を支援することにより、犯罪のない明るい

まちの実現を図る。 
   
街灯施設維持管理事業 
街灯を適切な状態に維持管理することにより、夜間における犯罪と事故の未然防止を図る。 
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自治会街灯電気料金補助事業 
各自治会が管理している街灯の電気料金の一部を補助することにより、自治会経費の負担軽
減を図るとともに、夜間における犯罪と事故の未然防止を図る。 
   
防犯啓発事業 
防犯意識の高揚及び暴力団排除の意識啓発を推進する。 

   
街灯新設事業 
夜間における犯罪と事故の未然防止を図るため、街灯を設置する。 

   
街灯ＬＥＤ化事業「新規」 
街灯にかかる電気使用料金の低減及び修繕等維持管理費用の削減を図るため、町管理既設街
灯の一部をＬＥＤ化する。 
   

 （款）総務費 （項）総務管理費 （目）交通安全対策費 
≪危機管理グループ≫ 
交通安全対策事業 
住民に対する交通安全啓発活動事業及び交通安全に関して近隣市町等関係機関との調整を行

い、住民の意識の高揚を図る。 
また、交通安全対策について、関係機関に要望等を行う。 

   
交通安全教育事業 
主として幼児、児童及び高齢者に対して、交通安全教育を充実させることにより、交通事故
の防止を図る。 
   
交通安全施設維持管理事業 
町内各所に設置しているカーブミラー・道路照明灯・警戒標識・道路区画線等交通安全施設
の維持管理を行うことにより、交通安全の確保を図る。 
   
駅周辺自転車整理事業 
播磨町駅及び土山駅周辺に自転車等放置禁止区域の指定を行うとともに街頭指導や放置自転
車の撤去を行い、歩行者の安全の確保と駅周辺の美化を図る。 
   
自転車駐車場施設維持管理事業 
播磨町駅及び土山駅の町立自転車駐車場を適切に管理することにより、利用者の利便性と交
通安全の確保を図る。 
   
交通災害共済事業 
兵庫県市町交通災害共済組合の市町の住民の交通事故による災害に関する共済制度を提供し、
もって住民の生活の安定と福祉の推進に寄与する。 
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交通安全施設整備事業 
自動車保有台数の増加や交通量の増大などにより、近年交通事故が増加している。そのため、

カーブミラー・自発光式交差点鋲・警戒標識等の交通安全施設を整備することにより交通事故
の防止を図る。 
    

（款）総務費 （項）総務管理費 （目）公害対策費 
≪すこやか環境グループ≫ 
公害対策事業 
事業活動その他、人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、騒音、

振動及び悪臭等によって、生活環境の悪化が心配されている。これらを防止するため、状況の
把握、環境保全協定の遵守状況の確認、事業所への行政指導を行う。生活環境の保全を行うこ
とにより、環境汚染の防止に努める。 
   
環境保全事業 
ゆとりと潤いのある美しい環境の創造並びに地球環境の保全を達成するため、環境啓発に必
要な事業の企画・立案を行い、環境保全に関する思想の普及及び意識の高揚・環境保全に関す
る情報の収集及び提供等の事業を行う。 
また、自然への環境意識を高めるために整備した野添北公園内のほたる育成水路を適切に管
理する。 
   
大気汚染常時監視事業 
二酸化硫黄・二酸化窒素・光化学オキシダント等の大気汚染の状況について、的確に把握す
るため庁舎及び宮西に測定局を設置し、継続的に監視を行う。庁舎局については、兵庫県と常
時交信を行うことにより、広域的な監視及び長期的・短期的な評価を行っている。事業所・自
動車・人の活動等多岐にわたる発生源について常時監視することにより、総合的な大気保全対
策を実施し、汚染防止を図る。 
   
住宅用太陽光発電システム設置費補助事業 
住宅に太陽光発電システムを設置した住民に対して、設置導入に要する費用の一部を補助す
ることにより、クリーンエネルギーを活用するシステムの設置を支援し、環境にやさしいまち
づくりを推進する。 
    

（款）総務費 （項）総務管理費 （目）生活改善推進費 
≪住民グループ≫ 
消費生活啓発事業 
多様化する消費者問題に対応するため、専門相談員を設置した、住民にとってわかりやすい
身近な相談窓口の充実を図る。 
また、被害の発生予防や拡大防止のため、相談事例を踏まえて、消費者団体と連携し啓発活
動を行う。このことから、消費者団体の活動を支援し、協働により消費者問題に対応していく。 
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（款）総務費 （項）総務管理費 （目）播磨ふれあいの家管理費 
≪住民グループ≫ 
播磨ふれあいの家運営事業 
緑豊かな自然とのふれあいを通じ、住民の余暇活動を促進するために設置した、「播磨ふれあ
いの家」の運営を行う。 
また、経営改善を図るため、民間のノウハウ・活力を利用する指定管理者制度を導入し、住
民の福祉の向上を図る。 
      

（款）総務費 （項）総務管理費 （目）諸費 
≪税務グループ≫ 
町税過誤納金還付事務事業 
収納された税の収納状況を明確にし、過誤納付等が生じたときは、速やかに還付又は未納税
額への充当処理をし、税の適正化を図る。 
   
≪保険年金グループ≫ 
税外収入還付事業（保険年金Ｇ） 
各種補助事業において、精算により過年度分に返還が生じた場合の還付をする。 

   
≪福祉グループ≫ 
税外収入還付事業（福祉Ｇ） 
各種補助事業において、精算により過年度分に返還が生じた場合の還付をする。 

     
（款）総務費 （項）徴税費 （目）税務総務費 

≪税務グループ≫ 
税務一般管理事業 
税務関係証明書の発行、台帳の閲覧、諸税事務及び一般管理事務を行う。 
また、税法・条例の規定に基づく委員会の設置及び各協議会に加入することにより、税の適
正課税及び納税に関するＰＲを実施し、収納率の向上に努める。 
・固定資産評価委員会：固定資産課税台帳に登録された価格の不服申出について、審査・決定
の機関として設置。 
    

（款）総務費 （項）徴税費 （目）賦課徴収費 
≪税務グループ≫ 
町税賦課事務事業 
法律又は条例などの法規に定める課税要件に応じて賦課事務を行う。 

・個人町民税（１月１日現在、町内に住所を有する人、あるいは事務所等のある人に課税する。） 
・法人町民税（町内に事務所等を有する法人等に課税する。） 
・固定資産税（１月１日現在、固定資産の所有者に課税する。） 
・軽自動車税（４月１日現在、軽自動車等の所有者に課税する。） 
・たばこ税（卸売販売業者等） 
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町税徴収事務事業 
町税の収納、管理事務を行う。消し込み事務の合理化、正確化、迅速化を図るとともに、未
納者に対して督促状、催告状等を発送し収納率の向上に努め、また滞納者に対しては、差押等
滞納整理を進め、税の確保と税負担の公平化に努める。 
        

（款）総務費 （項）戸籍住民基本台帳費 （目）戸籍住民基本台帳費 
≪住民グループ≫ 
戸籍住基等事務事業 
・戸籍事務：戸籍法に規定されている各種届出の受理、戸籍編成及び戸籍謄・抄本の交付を行
い、住民の利便を図る。 
・住民基本台帳事務：住民に対する正確な記録を確保するため、転入届・転出届等を受理し、
常に住民基本台帳の整備を行い住民票の写しを交付し、住民の利便を図る。 
・外国人登録事務：外国人の登録を実施することにより、居住関係及び身分関係を明確にして、
登録原票記載事項証明書等を交付し、在留外国人の利便を図る。 
・印鑑登録事務：印鑑条例に基づき、印鑑登録申請書の受理、印鑑原票の作成及び印鑑登録証
明書の作成交付を行い、住民の利便を図る。 
   
戸籍情報システム管理事業 
年々増加する戸籍数及び戸籍事務に対し電算システムにより、戸籍受付から戸籍編成までを
正確かつ迅速に処理し、住民サービスの向上に努める。 
   
住民基本台帳ネットワークシステム管理事業 
市区町村が行う各種行政の基礎となる住民基本台帳をネットワークで結び、全国共通の本人
確認を行うための地方公共団体共同のシステムである住民基本台帳ネットワークシステムは、
電子政府・電子自治体の基盤としても利用され、公的個人認証サービスへの活用、住民基本台
帳カードの交付、住民票の写しの広域交付、転入転出の特例など住民の負担軽減、サービス向
上、行政事務の効率化を図る。 
   
住居表示維持管理事業 
住居表示実施区域での建物の新築に伴う住居番号の付定や台帳の整備を行う。 
また、必要に応じて案内板・街区表示板の取替や、対照案内図・住居表示台帳の更新を行う。 

    
（款）総務費 （項）選挙費 （目）選挙管理委員会費 

≪総務グループ≫ 
選挙管理委員会運営事業 
正確かつ適正な選挙管理委員会の事務を行うことにより、各種選挙の公明性の確保を図る。 
    

（款）総務費 （項）選挙費 （目）選挙啓発費 
≪総務グループ≫ 
選挙常時啓発事業 
明るい選挙の推進を図るため、有権者に対し政治・選挙に関する啓発を行う。 
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（款）総務費 （項）選挙費 （目）海区漁業調整委員選挙費 
≪総務グループ≫ 
海区漁業調整委員選挙事務事業「新規」 
正確かつ適正な選挙事務を行うことにより、選挙の公明正の確保を図る。 
（任期満了日：平成２４年８月７日） 

     
（款）総務費 （項）統計調査費 （目）統計調査総務費 

≪企画グループ≫ 
統計業務推進事業 
統計事務の充実発展を図るため、研究会などに参加し情報の交換を行う。 

    
（款）総務費 （項）統計調査費 （目）商工統計調査費 

≪企画グループ≫ 
工業統計調査事業 
製造業に属する事業所を対象として、事業所数・従業者数・製造品出荷額・原材料使用額な
どを調査し、工業の実態を明らかにする。（毎年実施） 
   
経済センサス事業 
平成２４年２月に、平成２３年の事業所・企業の活動状況を明らかにするための「平成２４
年経済センサス－活動調査」を実施する。調査の結果は各種行政施策や学術の基礎資料として
の利活用だけでなく、経営の参考資料としての事業者の活用を目指す。 
「経済センサス－活動調査」の実施に当たっては、従来の「事業所・企業統計調査」、「サー 

ビス業基本調査」をはじめとした大規模統計調査を統合するほか、平成２１年商業統計調査、
平成２３年工業統計調査の調査事項についても、活動調査の中で把握することとし、調査事項
の重複を排除することにより、事業者の記入負担の軽減を図っている。 
 平成２４年度は、調査票の審査・集計を行う。 
   
経済センサス調査区管理事業 
経済センサス調査区を管理し、必要な修正を行うことにより、経済センサス活動調査を始め、

事業所又は企業を対象とする各種統計調査実施の基礎資料として利用する。 
    

（款）総務費 （項）統計調査費 （目）人口統計調査費 
≪企画グループ≫ 
就業構造基本調査事業「新規」 
就業構造基本調査は、国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に
関する基礎資料を得ることを目的として行われる。昭和３１年開始以来ほぼ３年ごとに、昭和
５７年以降は５年ごとに実施され、平成２４年の調査は１６回目に当たる。指定された調査区
のうち総務大臣の定める方法により選定した抽出単位に居住する１５歳以上の世帯員を対象と
して行われ、調査項目には、全員に関する項目、有業者に関する項目、無業者に関する項目、
世帯に関する項目がある。 
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（款）総務費 （項）統計調査費 （目）教育統計調査費 
≪学校教育グループ≫ 
学校基本調査事業 
教育行政の基本資料とするために、幼稚園、小学校、中学校に関する基本的な事項の調査を

行う。 
    

（款）総務費 （項）統計調査費 （目）住宅統計調査費 
≪企画グループ≫ 
住宅・土地統計調査調査単位区設定事業「新規」 
我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の住宅
及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その現状と推
移を全国及び地域別に明らかにすることにより、住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目
的とした住宅・土地統計調査が平成２５年に実施されることに先立って、同調査の単位区を設
定する。単位区の設定は、調査員が担当する調査区域を明確にし、調査の円滑な実施と結果制
度向上を図ることを目的として、平成２２年国勢調査調査区のうち総務大臣が指定する調査区
において実施する。 
    

（款）総務費 （項）監査委員費 （目）監査委員費 
≪議会事務局≫ 
監査委員事務運営事業 
法令により定められた権限に基づき、事務事業の執行について監査等を実施し、その結果を

報告及び公表することにより、民主的かつ効率的な行政の執行を確保し、もって住民福祉の増
進と地方自治の本旨の実現に寄与する。 
    

（款）民生費 （項）社会福祉費 （目）社会福祉総務費 
≪保険年金グループ≫ 
障害者（児）医療費助成事業 
身体障害者手帳１・２・３（内部障がい）級、療育手帳Ａ・Ｂ１、精神障害者手帳１級保持

者を対象に、心身障がい者（児）の健康の保持及び生活の安定に寄与するとともに、その福祉
の増進を図る。 
   
高齢障害者特別医療費助成事業 
高齢の重度心身障がい者に係る医療費の一部負担金を助成し、負担を軽減するとともに、そ
の福祉の増進を図る。高齢者の医療の確保に関する法律の規定による医療費の給付を受けるも
のであって、身体障害者手帳１・２・３（内部障がい）級、療育手帳Ａ・Ｂ１、精神障害者手
帳１級保持者が対象である。 
   
国民健康保険事業特別会計繰出事業 
国・県・町の施策として実施される保険税の軽減や負担金の減額措置等に対して、その費用
を一般会計を通じて国保特別会計へ繰り出すことにより、国民健康保険の財政基盤の安定を図
る。 



 13

①保険基盤安定分 
低所得者への保険税軽減分と低所得者数により補填される支援分があり、国・県・町が応分
の負担をし、一般会計から国保特別会計へ繰り出す。 
②職員給与費等分 
国保の事務に要する経費は国の負担とされていたが、平成１０年からは事務費についても全
額一般財源化され地方財政措置が図られることとなったので、従来からの人件費等職員給与費
に相当すると認めることができるものと併せて一般会計から国保特別会計へ繰り出す。 
③出産育児一時金分 
被保険者が出産したときに世帯主に対し出産育児一時金として支給しているが、その３分の
２を地方財政措置により一般会計から国保特別会計へ繰り出す。 
④財政安定化支援事業分 
平成４年度に地方財政計画上措置されたもので、被保険者の応能割保険税負担能力の不足分
を補填するため、保険基盤安定分を算定ベースとして一般会計から国保特別会計へ繰り出す。 
⑤一般分 
県・町で実施する福祉医療によって減額される国保の療養給付費負担などの保険税不足分等
について、一般会計から国保特別会計へ繰り出す。 
    
福祉医療等事務事業 
各種福祉医療助成事業（老人、障がい者、乳幼児等、母子家庭等、高齢障がい者）に係る事
務を行う。 
   
≪福祉グループ≫ 
障害者福祉一般管理事業 
障害者福祉全般に係る出張旅費及び一般事務経費また社会福祉のために活動している団体等
に事業費用の一部を補助することにより、自立の向上と社会参加の促進を図る。 
   
民生委員児童委員活動事業 
播磨町民生委員児童委員（６２名）及び主任児童委員(４名）が、要援護者世帯、母子・生活
保護世帯などの訪問・見守りや相談などを通し、地域福祉の向上を目的として活動する。 
また、民生委員児童委員１名につき、２名の協力委員を設置し、民生委員児童委員と協力し
て福祉活動を行う。 
  
戦没者遺族援護事業 
播磨町遺族会の事業に係る費用の一部を補助することにより、遺族会の福祉の向上に寄与す
る。戦没者追悼式（町主催）を実施することにより、戦没者の霊を慰め遺族会の福祉の向上に
寄与する。 

   
障害者更生援護事業 
①障害者更生援護事業 
福祉施設等に入通所している者、若しくはその扶養義務者に対し、補助金を支給することに

よって、その負担の軽減を図り、当該心身障がい者（児）の自立更生を促進し、もって心身障
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がい者（児）の福祉の増進を図る。 
②小規模通所訓練事業 
企業等に就労することが困難な在宅の障がい者を対象に、社会参加の機会として、作業訓練

を実施している小規模通所訓練事業所等に対して運営費の一部を補助する。 
   
心身障害者扶養共済制度加入者補助事業 
兵庫県心身障害者扶養共済制度条例に基づく共済制度に加入している者に対し、掛金の一部
を補助する。 
扶養共済制度とは、心身障がい者（児）の保護者が万が一死亡し又は重度障がいになったと
き、心身障がい者（児）に終身年金を支給して、生活の安定を図ることを目的とするものであ
り、兵庫県が実施している福祉保険制度である。 
   
重度心身障害者福祉タクシー料金助成事業 
在宅の重度障がい者（児）が生活行動範囲の拡大と社会参加のために、利用するタクシー運
賃の一部（５００円）を補助する。 
・身体障がい者（児）･････１・２級手帳所持者で前年分の所得税が非課税の者 
・知的障がい者（児）･････Ａ判定の手帳所持者で前年分の所得税が非課税の者 
・精神障がい者（児）･････１級手帳所持者で前年分の所得税が非課税の者 
   
社会福祉協議会運営費補助事業 
播磨町社会福祉協議会の運営費を助成し、地域社会福祉事業の効率的な運営と組織的活動の
促進及び地域福祉の増進を図る。 
   
身体障害者更生医療費助成事業 
１８歳以上の身体障がい者で、一般医療の終了後、更生に必要な医療費の助成を行うことに
より、身体の機能障がいの軽減又は改善を図り、日常生活や社会生活を容易にする。 
・身体障害者更生相談所での判定の結果、必要と認められた者。 
・指定された医療機関での医療費。 
・身体障がい者の属する世帯の市町村民税額によって自己負担上限額を決定する。 
   
身体障害者（児）補装具費支給事業 
身体障がい者（児）の失われた身体機能を補完又は代替するための補装具の購入又は補修に
必要な費用の一部を支給することにより、身体障がい者の職業その他日常生活の能率の向上を
図り、また、身体障がい児が将来、社会人として独立自活するための素地を育成・助長する。 
   
住宅改造助成事業 
高齢者及び障がい者が、住み慣れた住宅で安心して健やかな生活が送れるよう住環境を整備
するため、高齢者等に対応した既存住宅の改造に要する経費を助成する。 
   
福祉一般管理事業 
社会福祉全般に係る出張等に要する経費及び人権啓発・住宅新築資金等貸付償還事務に係る
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経費、また、社会福祉のために活動している各協議会等の事業費用の一部を補助（負担）する。 
   
心身障害者福祉年金給付事業 
心身障がい者（児）に、その障がい程度に応じて年金を支給する。 
１・２級・・・・４０，０００円     ３級 ・・・・３０，０００円 
４級  ・・・・２０，０００円     ５級 ・・・・１０，０００円 
６級  ・・・・ ５，０００円 
Ａ・Ｂ１判定・・４０，０００円     Ｂ２判定・・・１０，０００円 

心身障がい者（児）又はその保護者に心身障害者福祉年金を支給することにより、その生活
の向上と福祉の増進に寄与する。 
   
成年後見制度利用支援事業 
自己の責任のもとに選択・決定をする判断能力が不十分な者を支援するために「成年後見制
度」が実施されている。本人保護のために制度利用が必要であるにもかかわらず、申立てを行
う者がいない場合や、申立てをする費用の負担及び後見人の報酬が補助を受けなければ制度の
利用が困難な者を支援する。 
   
重度心身障害者（児）介護手当支給事業 
在宅重度心身障がい者（児）（身体障害者手帳１・２級及び療育手帳Ａ判定）で一定の基準を
満たしている者の介護者に対して、介護手当を支給する。 
   
障害福祉サービス事業 
障害者自立支援法に基づいて、障がい者が必要とするサービスの利用に関する経費の一部を
扶助し、障がい者の自立を支援する。 
   
地域生活支援事業 
①運転免許取得費助成事業 
身体障がい者が道路交通法の規定による自動車運転免許を取得するために要する費用の一部
を助成することにより、身体障がい者の行動範囲の拡大を促進し、その生活の自立向上を図る。 
②自動車改造費助成事業 
身体障がい者が就労等に伴い、所有する自動車の走行装置及び駆動装置等の改造に要する経
費の一部を補助することにより、社会復帰の促進・自立向上を図る。 
③手話通訳者派遣事業 
聴覚障がい者・言語機能障がい者の社会生活におけるコミュニケーションを円滑に行い、障

がい者の自立と社会参加の促進を図るため、必要に応じ手話通訳者を派遣する。 
④手話奉仕員養成事業 
手話通訳者派遣事業における、手話通訳者登録者減少のため、養成講座を実施し登録者数を

増やし、緊急時の手話通訳者派遣要請にも対応できるような体制を整える。 
⑤要約筆記者派遣事業 
中途失聴者及び難聴者が社会生活上必要不可欠な会合等に出席する場合に、要約筆記者を派

遣し、意思伝達の手段を確保する。 
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⑥ふれあいフェスティバル運営事業 
精神の健康を損ない医療機関に入院し、回復に向けて療養・努力している方々の社会復帰に
役立てるため、東播臨海精神保健協会に委託し、グラウンドゴルフ大会、歌、踊りなどの催し
やバザー、健康相談等を行う。 
⑦声の広報事業 
文字による情報入手が困難な障がい者のために、町広報の一部を録音し提供する。 

⑧障害児生活訓練事業 
自宅に閉じこもりがちな児童の健全な育成及び他の学校に通う児童との交流を目的とし、特

別支援学級及び特別支援学校等の小学部に通う児童に対し、夏休み中に週２～３回個人の能力
に応じた日常生活訓練やレクリエーション活動を行う。 
⑨移動入浴サービス事業 
家族の協力があっても入浴が困難で介護保険サービスの提供を受けられない重度身体障がい
者（児）に対し、定期的（１ヵ月に２回まで・夏季は週に１回まで）に移動入浴車を派遣する。 
⑩身体障害者日常生活用具給付等事業 
在宅の重度身体障がい者に対して日常生活用具を給付又は貸与することにより、日常生活の
利便を図る。 
⑪障害児日常生活用具給付等事業 
重度身体障がい児・知的障がい者（児）に対して日常生活用具を給付することにより、日常
生活の利便を図る。 
⑫訪問型歩行訓練事業 
 中途失明者等視覚障がい者に対し、近隣生活圏や通勤先等において、個々の日常生活に応じ
た歩行訓練を実施することにより、視覚障がい者の自立と社会参加を図る。 
⑬外出訓練・交流・スポーツ振興等補助事業 
 障がい者が１０人以上集まり、外出等の訓練や視察に貸切バスを利用したときに、バス代の
一部を補助する。 
また、障がい者団体及びボランティア団体等が障がい者の交流やスポーツ振興を目的として
行事を開催するときは、その一部を補助する。 
⑭障害者相談支援事業 
 身体・知的・精神３障がいの専門的知識をもつ相談員を設置し、障がい者、障がい児の保護
者又は介護者からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言等を行う。 
また、専門的な見地から相談支援等を要する処遇困難ケース等の対応も行う。 

⑮移動支援事業 
 屋外での移動が困難な障がい者について、外出のための支援を行うことにより、地域におけ
る自立生活及び社会参加を促す。 
⑯日中一時支援事業 
 日中において介護する者がいないため、一時的に支援が必要な障がい者の日中における活動
の場を確保し、社会に適応するための日常的な訓練等を行い自立の促進、生活の向上等を図る。 
⑰日中一時支援（生活介護型）事業 
 障がい者の入浴、食事の提供、創作的活動及び機能訓練等を当該障がい者の身体その他の状
況及びその置かれている環境に応じて適切に行うことにより、居宅生活の維持・向上を図る。 
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⑱更生訓練費給付事業 
 就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している者及び身体障害者更生援護施設に入所し、
更生訓練を受けている者（所得要件あり）に更生訓練費を支給し、社会復帰の促進を図る。 
⑲施設入所者等就職支度金給付事業 
 身体障害者更生援護施設に入所、若しくは通所している者が訓練を終了し、又は就労移行支
援事業、若しくは就労継続支援事業を利用し、就職等により自立する者に対し就職支度金を支
給し、社会復帰の促進を図る。 
⑳生活サポート事業 
 介護給付費支給決定者以外の者について、日常生活に関する支援・家事に対する必要な支援
を行うことにより、障がい者の地域での自立した生活の推進を図る。  
 
地域支援ネットワーク事業 
障がいのある人が地域で安心して自立した生活を送るためには、サービス提供者やボランテ
ィア等の福祉関係者、まちづくり活動団体、企業、医療、保健、教育、行政など様々な社会資
源が繋がり、障がいのある人を支援していくネットワークが重要である。町内外の様々な社会
資源をつなぐ地域自立支援協議会の地域支援ネットワークを活用し、地域課題を解決するため
の仕組みづくりに取り組む 
   
自殺予防事業 
急増している自殺を予防するため研修及び啓発事業を実施する。 

 
要援護者実態調査事業 
ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯及び在宅要介護認定者並びに身体障がい者を対象と
して、地域における見守りの必要性や災害時における適切な避難支援対策を講じる必要から、
これらの方々の日ごろの状況を調査し把握する。 
   

（款）民生費 （項）社会福祉費 （目）老人福祉費 
≪総務グループ≫ 
長寿社会福祉基金積立事業 
長寿社会における福祉の向上を図るため設置された長寿社会福祉基金への積立てを行う。 
長寿社会福祉基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 

   
≪保険年金グループ≫ 
老人医療費助成事業 
６５歳以上７０歳未満の者で、国民健康保険の被保険者又は社会保険の被保険者又は被扶養

者の医療費の一部を助成する。老人の健康の保持及び生活の安定に寄与するとともに、その福
祉の増進を図る。 
   
介護保険事業特別会計繰出事業 
介護保険法に基づく介護（介護予防）給付費等、地域支援事業に要する費用の町負担分及び
当該制度を運営するために必要な職員給与費並びに事務費を介護保険事業特別会計へ繰り出す。 



 18

①介護（介護予防）給付費等に要する費用の１２．５／１００ 
②地域支援事業（介護予防事業）に要する費用の１２．５／１００ 
③地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）に要する費用の１９．７５／１００ 
④当該事業を運営するために必要な職員給与費及び事務費 
   
後期高齢者医療費等負担事業 
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、老人医療費の町負担額（老人医療費の１／１２
の額）及び広域連合への負担金を交付する。 
  
後期高齢者医療事業特別会計繰出事業 
後期高齢者医療保険料徴収に要する経費等事務費を後期高齢者医療事業特別会計に繰り出す。 

   
≪福祉グループ≫ 
高齢者在宅福祉事業 
①在宅高齢者介護手当支給事業 
在宅で寝たきりや認知症の高齢者を介護している方の、精神的、経済的負担を軽減するため
に、月額１０，０００円の介護手当を支給する。 
②日常生活用具給付事業 
要援護の高齢者又はひとり暮らしの高齢者が、日常生活を安全に過ごすために必要な用具（電
磁調理器・火災警報器・自動消火器）を給付する。 
③生活支援型ホームヘルプサービス事業 
おおむね６５歳以上の日常生活を営む上で支障がある高齢者（介護保険対象外）の家庭で、
家族だけでは十分な家事や介護ができない家庭に対して、ホームヘルパーを派遣し、日常生活
に必要なサービスを行う。 
④寝具乾燥消毒サービス事業 
日頃利用している寝具類の衛生的な管理ができにくいひとり暮らしの高齢者や障がい者の世
帯に、寝具乾燥消毒装置を設置した車両で訪問し、寝具類の乾燥消毒を実施する。 
⑤訪問理美容サービス事業 
家庭で寝たきり状態にあり、理美容院に出向くことが困難な高齢者や障がい者の方に理容師
又は美容師が家庭を訪問し、理美容サービスを実施する。 
   
いきがい対策事業 
①いきがいづくり促進事業 
高齢者がいきがいをもって過ごすことができるよう地域において高齢者とのふれあいを行う
自治会に対して支援する。 
②長寿祝金支給事業 
多年にわたり社会に尽くしてこられた高齢者を敬愛し、長寿を祝うとともにその福祉の増進
に寄与することを目的とし、８０歳、８５歳、９０歳、９５歳の高齢者に対して、長寿祝金を
支給する。 
③特別長寿祝金支給事業 
多年にわたり地域社会の発展に尽くしてこられた１００歳以上の長寿者を敬愛し、ねぎらう



 19

ことを目的として、特別長寿祝金を支給する。 
１００歳・・・１００，０００円     １０１歳以上・・・５０，０００円 
④播磨ふれあいの家利用助成事業 
高齢者、心身障がい者（児）、精神障害者保健福祉手帳及び原子爆弾被爆者手帳の交付を受け

た方の健康増進と福祉の向上を図ることを目的とし、利用料の一部を助成する。 
   
高齢者総合福祉対策事業 
長寿社会福祉基金から生ずる益金を利用して、 
・在宅福祉等の普及向上 
・健康・生きがいづくりの推進 
・ボランティア活動の活発化 
等のため、民間の団体が長寿社会に備えて行う事業に対して補助金を交付する。 

   
老人保護施設措置事業 
環境上の理由及び経済的な理由により、自宅で生活することが困難な高齢者等を老人福祉施
設への入所手続を行い養護する。 
    
緊急通報システム管理運営事業 
ひとり暮らし高齢者等の急病や事故など万一のときに、近隣の方の協力により速やかに援助
が受けられるよう「あんしんボタン」（緊急通報装置家庭用端末器）を貸与し、高齢者等の日常
生活の安全の確保と不安解消を図る。 
    
老人クラブ活動支援事業 
地域の高齢者が自主的に集まり、各種社会活動を総合的に実施するために組織された老人ク
ラブ（単位シニアクラブ及びシニアクラブ連合会）の活動を支援するため、その経費の一部を
補助する。 
     

（款）民生費 （項）社会福祉費 （目）国民年金費 
≪保険年金グループ≫ 
国民年金事業 
高齢化社会の到来に対し、老後の生活の柱としての年金制度の役割は、ますます必要となり、

併せて納付記録問題と重なり、町民の関心は高まりを見せている。 
また、国民年金制度が公的年金の根幹であり、世代間扶養という理念を基本に適用の推進、
未納者対策を重点として、積極的に年金事務所への支援、連携、協力を行う。 
   
無年金外国籍高齢者特別給付事業 
国民年金制度上、国籍要件があったために老齢基礎年金等の受給資格を得ることができなっ
た外国籍高齢者等で、年金制度上の資格要件により、老齢基礎年金等を受けることができない
高齢者を対象に給付金を支給して無年金者の救済を図る。 
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（款）民生費 （項）社会福祉費 （目）福祉会館費 
≪福祉グループ≫ 
福祉会館管理運営事業 
住民の福祉の増進、文化の振興を図り、各種集会、その他の利用に供するため設置された福
祉会館の管理運営を指定管理者に委託する。 
      

（款）民生費 （項）社会福祉費 （目）デイサービスセンター費 
≪福祉グループ≫ 
デイサービスセンター管理運営事業 
デイサービスセンターの管理及び重度身体障がい者の短期入所運営事業を指定管理者に委託
する。 
     

 （款）民生費 （項）社会福祉費 （目）健康いきいきセンター費 
≪すこやか環境グループ≫ 
健康いきいきセンター管理運営事業 
住民の健康づくりについて、指定管理者制度の導入により民間の創意工夫やノウハウを取り
入れ、効果的な管理運営や住民サービスの向上を図る。 
    

（款）民生費 （項）社会福祉費 （目）福祉しあわせセンター費 
≪福祉グループ≫ 
福祉しあわせセンター管理運営事業 
住民の福祉の増進、各種団体の活動拠点として設置された福祉しあわせセンターの管理運営
を指定管理者に委託する。 
    

（款）民生費 （項）児童福祉費 （目）児童福祉総務費 
≪保険年金グループ≫ 
乳幼児等医療費助成事業 
０歳から小学３年生の年度末までの児童の医療費を助成することにより、乳幼児等の健康の

向上及び福祉の増進を図る。 
   
こども医療費助成事業 
心身・体力等で節目となる前青年期から思春期に至る小学４年生から中学３年生の年度末ま
での児童を対象に、子育て世代が安心して子育てできるよう、医療保険の自己負担の一部を助
成する。 
   
≪福祉グループ≫ 
学童保育事業 
共働き家庭等の児童の放課後対策として、各小学校に学童保育所を設置し、運営については
指定管理とし指定事業者に委託する。 
ただし、利用料について、生活保護世帯等への減額分については補助金を支出する。 
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子育て家庭ショートステイ事業 
児童を養育している家庭の保護者が病気等の社会的な理由によって家庭における児童の養育
が一時的に困難となった場合や、母子が夫の暴力により緊急一時的に保護を必要とする場合に、
児童福祉施設等において一時的に養育・保護することにより、これらの児童及びその家庭の福
祉の向上を図る。 
   
保育所一般管理事業 
保育所の入所及び保育料決定・徴収等に関する事務を行う。 

   
児童福祉一般管理事業 
児童福祉全般に係る出張旅費、一般事務経費及び子育て支援ガイドブックを印刷する。 

   
要保護児童対策事業 
児童福祉に関する相談業務を実施するとともに、虐待を受けている児童の早期発見及び適切
な保護等について、「要保護児童対策地域協議会」を構成する関係機関及び関係者の連携により、
迅速かつ適切な対応を図る。 
また、協議会の児童虐待防止策として関係機関の研修や児童虐待防止に係るオレンジリボン
の啓発を進める。 
   
児童福祉施設整備事業費補助事業「新規」 
町内保育所において、園舎が老朽化しており耐震基準を満たしていないためこれを改築する
予定である。この改築費用の一部を県基金に併せて町が補助することで、保育環境の改善を図
り児童福祉の向上に努める。 
   
こんにちは赤ちゃん事業 
地域の民生委員・児童委員（主任児童委員を含む）などの訪問スタッフが生後４ヵ月までの
乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報の提供や子育てに関する悩みや不
安を聴くことにより、育児不安の軽減を図るとともに支援が必要な家庭に対し適切なサービス
の提供につなげる。 
   
養育支援訪問事業 
養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・ヘルパー等がその家庭を訪問し、
養育に関する指導、助言及び育児・家事援助を行い、当該家庭の適切な養育の実施を確保する。 
   
３人乗り自転車レンタル事業 
３人乗り自転車の普及啓発、交通安全意識向上を推進し、子育て家庭への経済的支援を図る。 

   
赤ちゃんの駅設置事業「新規」 
子ども連れで外出しやすい環境作りを推進するために、公共施設や事業所などに人目を気に
せずにおむつ替えや授乳できるスペースを確保し、環境を整えた施設について、広く知って利
用してもらえるように「赤ちゃんの駅」として登録し、看板などを掲示する。 
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子どものための手当等支給事務事業 
子どものための手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当に関する事務を行う。 
   
パパ応援事業「新規」 
男性の子育てへの関わりを促進するために、育児を楽しめる環境づくりの支援として、父子
手帳を配布する。 
   
≪すこやか環境グループ≫ 
障害児療育事業 
心身に障がいのある１８歳未満の町内在住者に対し、協力医、理学療法士、作業療法士、言
語聴覚士、臨床心理士による訓練や相談を実施する。 
   

（款）民生費 （項）児童福祉費 （目）児童措置費 
≪福祉グループ≫ 
保育所運営事業 
保育所の保育の実施費用を支給する。 

   
保育対策等促進補助事業 
社会福祉法人が行う下記事業に対し、その費用の一部を助成する。 
・延長保育促進事業 ・障害児保育事業 ・保育所地域活動事業 ・一時預かり事業 
・病後児保育事業（病後児型） ・発達に支援を要する 児童の保育事業 

   
子ども手当支給事業 
次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で応援する観点から、３歳未満の子ど
も一人につき月額１５，０００円を、３歳以上小学校修了前の第１子、２子は子ども一人につ
き月額１０，０００円を、第３子以降は一人につき月額１５，０００円を、中学生は一人につ
き月額１０，０００円を支給する。 
   
子どものための手当支給事業 
次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で応援する観点から、３歳未満の子ど
も一人につき月額１５，０００円を、３歳以上小学校修了前の第１子、２子は子ども一人につ
き月額１０，０００円を、第３子以降は一人につき月額１５，０００円を、中学生は一人につ
き月額１０，０００円を支給する。 
ただし、所得制限限度額以上の者は、一律子ども一人につき、月額５，０００円を支給する。 

    
（款）民生費 （項）児童福祉費 （目）母子父子福祉費 

≪保険年金グループ≫ 
母子家庭等医療費助成事業 
母子家庭等の医療費の一部を助成し、母子家庭等の保健の向上及び福祉の増進を図る。 
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≪福祉グループ≫ 
母子・父子等及び寡婦福祉事業 
母子・寡婦の福祉の向上を図るため、播磨町婦人共励会へ補助を行う。 

    
（款）民生費 （項）児童福祉費 （目）児童福祉施設費 

≪福祉グループ≫ 
北部子育て支援センター運営事業 
播磨町の北部地域を中心に地域の子育て支援の拠点として、子育て家庭の育児不安等につい
ての相談指導、子育てサークルの支援及び子育て情報の提供並びに在宅乳幼児集団体験保育等
を実施し、保育園、幼稚園、地域住民と連携を図りながら、地域全体で子育て家庭の育児支援
を行う。 
また、仕事と家庭の両立支援及び核家族家庭の支援のために、ファミリーサポートセンター
が、提供会員、利用会員の利用調整を行うことにより、地域における住民相互の援助活動を行
う。 
   
南部子育て支援センター運営事業 
播磨町の南部地域を中心に地域の子育て支援の拠点として、子育て家庭の育児不安等につい
ての相談指導、子育てサークルの支援及び子育て情報の提供並びに在宅乳幼児集団体験保育等
を実施し、保育園、幼稚園、地域住民と連携を図りながら、地域全体で子育て家庭の育児支援
を行う。 
   
北部子育て支援センター改修事業「新規」 
北部子育て支援センターのトイレにおいて、幼児用便器の設置を行う。 

   
（款）衛生費 （項）保健衛生費 （目）保健衛生総務費 

≪福祉グループ≫ 
難病患者在宅福祉事業 
難病患者が、より快適に過ごせるようにホームヘルプサービス、ショートステイ、日常生活
用具給付等を通じて支援する。 
   
≪すこやか環境グループ≫ 
保健推進事業 
健康づくりの推進及び健康診査・がん検診等を実施することにより、誰もが生涯を通じて健
やかに暮らすことができるよう健康水準の向上を促進し、保健衛生の推進を図る。 
   
保健対策推進協議会運営事業 
保健対策推進協議会において、保健対策に関する実情を総合的に把握し、基本的な施策を検
討、調整する。 
   
住民健康調査事業 
加古川地域における大気汚染の健康影響を評価するという目的に鑑み、地域内の小学生を対
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象に呼吸器・アレルギー疾患の有症率を中心とした疫学調査を行う。 
   
市町母子保健事業 
母子の健康保持及び増進を図るため、健康診査・健康教育・保健指導・その他必要な支援を
実施する。 
  
地域保健医療情報システム事業 
参画医療機関での医療データ及び加古川総合保健センターの健診データのシステム化や感染

症情報の発信などを通じて、地域住民の健康増進に寄与する「地域保健医療情報システム」を
維持管理し、運用する。 
   
救急医療事業 
日曜・祝日・年末年始・夜間（小児科は準夜間）における救急診療業務を行う。 
休日及び夜間においての診療業務を実施することにより、救急患者の医療不安の解消を図る。 

   
加古川総合保健センター管理負担事業 
加古川総合保健センターの管理費を一市二町及び（財）加古川総合保健センターで負担する。 

   
健康はりま２１事業「新規」 
住民が健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現し、健康寿命の延伸・生活の質を図
ることを目的に、健康の増進を総合的、計画的に推進するため、新たに平成２５年度から１０
年間の推進計画（健康はりま２１）を策定する。 
   
メディカルフロア管理事業 
播磨町駅北「セフレ播磨」公益施設（メディカルフロア）の維持管理を行う。 
 
アスベスト健康管理支援事業 
アスベストによる健康被害を早期に発見し、アスベスト関連疾患に係る住民の健康管理を支
援することを目的とし、健診等において、アスベストばくろ歴のある者に健診カードを配布し、
継続的な受診を促す。 
また、アスベストによる肺がん中皮腫等の健康被害を生じるおそれのある者について、アス

ベスト健康管理手帳を交付するとともに、その検査に要する費用を助成する。 
   
後期高齢者健診事業 
後期高齢者医療広域連合の被保険者の健康の保持増進を目的に、生活習慣病を治療中の者を
除く被保険者に対し、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき健康診査を実施する。 
   

（款）衛生費 （項）保健衛生費 （目）予防費 
≪すこやか環境グループ≫ 
予防接種事業 
伝染の恐れがある疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向上及び増進に寄与すること
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を目的として、予防接種法第２条に基づく各種予防接種を行うとともに、ワクチン接種緊急促
進事業を実施する。 
   
感染症予防事業 
水害や新興感染症の予防のため備蓄薬品の管理を行う。 

   
動物管理事業 
動物の適正な管理をめざし、畜犬登録、野良猫や飼養できなくなった猫の引取り等を行う。 
狂犬病予防のため、飼犬の登録と注射を実施し、公衆衛生の向上を図る。 
    

（款）衛生費 （項）保健衛生費 （目）環境衛生費 
≪すこやか環境グループ≫ 
環境衛生事業 
生活用排水路（暗渠部分）の清掃や新島の岸壁及び公共埠頭の清掃等を行い、生活環境の悪
化防止と公衆衛生の向上を図る。 
また、生活環境の向上を図るため、自治会が行う地域の環境美化運動を促進する。 

   
資源回収奨励事業 
各種団体が実施する資源ごみ集団回収運動に対し、奨励金を交付することにより、この運動
をより一層促進し、ごみの減量と資源の有効利用を図る。 

 
（款）衛生費 （項）保健衛生費 （目）火葬場費 

≪住民グループ≫ 
斎場運営事業 
稲美斎場「ひじり苑」の適正な維持管理を行うための費用を負担する。 
また、住民の利便を図るため、死亡者を出棺場所より稲美斎場「ひじり苑」まで搬送する費
用を負担する。 
      

（款）衛生費 （項）清掃費 （目）清掃総務費 
≪総務グループ≫ 
一般廃棄物処理施設整備基金積立事業 
一般廃棄物処理施設の整備資金を確保するため設置された一般廃棄物処理施設整備基金への
積立てを行う。（平成１８年度より１億円の積立てを実施。） 
一般廃棄物処理施設整備基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て及び第２条による
予算積立てを行う。 
    

（款）衛生費 （項）清掃費 （目）塵芥処理費 
≪すこやか環境グループ≫ 
塵芥処理一般事業 
ごみ処理に伴う事務処理を行う。 
また、現在のごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設の寿命は２５年～３０年程度のため、平成
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３３年度頃には施設更新が必要となる。そのため、次期ごみ処理施設として、平成３４年４月
稼動を目標にして、二市二町にて広域ごみ処理施設の建設推進を行う。 
   
塵芥収集業務運営事業 
家庭から排出される一般廃棄物の収集運搬を行う。 

   
塵芥処理施設維持管理事業 
塵芥処理センターの適正な運営及び維持管理を行う。 

   
ごみ集積場整備費助成事業 
自治会がごみ集積場所を整備するための工事費の一部を助成することにより、地域の環境美
化の推進を図る。 
   
大阪湾広域廃棄物埋立処分場建設事業 
ごみ焼却灰及び建設廃材の埋立て処分地を確保するため、近畿二府四県の自治体により実施
している広域事業に参加する。町内で確保が困難である最終処分場の確保に努める。 
   
粗大ごみ処理事業 
町内から排出された粗大ごみ、不燃ごみ、ペットボトル等を加古郡衛生事務組合で処理する
ための費用を負担する。 
   
粗大ごみ処理施設建設事業 
加古郡衛生事務組合が建設した、廃プラスチック容器減容機及びストックヤードの建設にか
かった公債費の償還金を負担する。 
   
ごみ収集車購入事業「新規」 
平成１３年度に購入した２トン収集車について、経年により大きな故障が多発し、収集業務
に支障を来たしていることから更新する。 
    

（款）衛生費 （項）清掃費 （目）し尿処理費 
≪すこやか環境グループ≫ 
し尿収集事業 
一般家庭及び事業所等から生じるし尿の収集運搬を行う。 

   
し尿処理場管理運営事業 
加古郡衛生事務組合のし尿処理施設の管理運営及び施設改修に係る経費を負担する。 

     
（款）労働費 （項）労働諸費 （目）労働諸費 

≪住民グループ≫ 
労働行政運営事業 
技能職者表彰事業及び労働に関わる事業。優秀な技能を有し、永年にわたりその職業に従事
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する者の功を称えることにより、他の技能者の模範となり、地域社会の発展を図る。 
   
シルバー人材センター助成事業 
加古郡広域シルバー人材センターの運営経費に対する助成事業。センターによる高年齢者の
臨時的かつ短期的な就業機会の確保を図り、高年齢者の福祉の増進と能力を活かした活力ある
地域づくりに寄与する。 
   
勤労者住宅資金融資対策事業 
勤労者に対する住宅建築（増改築を含む）資金、住宅購入資金融資に必要な信用保証料補助
を行い、勤労者の生活環境の改善並びに生活維持安定により勤労者福祉の向上を図る。 
   
労働者福祉協議会運営事業 
播磨町労働者福祉協議会及び東播地区労働者福祉協議会への補助を行い、勤労者の福祉活動
を通じ豊かな地域づくりに寄与する。 
   
ゆうあいプラザ運営事業 
高齢者・障がい者の複合福祉施設である「ゆうあいプラザ」の管理運営。施設では、シルバ
ー人材センターが独自事業の開発や健全な事業運営を図るとともに、ゆうあい園の園生が就労
及び日常生活訓練等を実施している。平成２１年度以降も引き続き加古郡広域シルバー人材セ
ンターを指定管理者とする。 
    

（款）農林水産業費 （項）農業費 （目）農業委員会費 
≪住民グループ≫ 
農業委員会運営事業 
農地の権利移動や転用に関する業務を執行するとともに、都市化が進行する中で限られた農
地の活用等について検討する。 
①定例農業委員会の開催 
②農地権利の移動の許可、転用届出の受理及び転用許可申請の進達 
③農地の有効利用の推進 他 
   

（款）農林水産業費 （項）農業費 （目）農業総務費 
≪住民グループ≫ 
農業総務一般管理事業 
町行政と農業集落との連絡調整を図り、農政の円滑な推進を行う。 

   
東播磨農業共済事務組合運営負担事務事業 
農業災害補償法に基づく農業共済事業の事務を共同処理するため、二市二町で設立した事務
組合の運営経費の不足分について負担する。 
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（款）農林水産業費 （項）農業費 （目）農業振興費 
≪住民グループ≫ 
農業振興事業 
農業従事者の高齢化・後継者不足などの問題はあるが、農業者団体・消費者と連携しながら
地産地消の推進に努めるなど、調和した農業のあるまちづくりを進める。 
   
水田農業構造改革事業 
生産者・農業者団体が主体となった米の需給調整を実施するとともに、地域の実情にあった
農業を推進する。 
    

（款）農林水産業費 （項）農業費 （目）農地費 
≪住民グループ≫ 
土地改良行政一般事業 
土地改良事業の企画調整、振興及び指導に関する事務を行う。 

   
北池避難地維持管理事業 
浚渫により造成された避難場所の機能を有した土地の維持管理を行う。 

   
大池整備事業 
地元からの要望があり、県事業として採択された「ため池等整備事業｣の浚渫・造成工事費の
一部を負担する。 

 
蓮池浄化設備撤去事業「新規」 
ため池の維持管理を適切に行うため、運転を停止している蓮池浄化設備を撤去する。 

   
≪都市計画グループ≫ 
地籍調査事業 
国土調査法に基づき、一筆ごとの土地について、その所有者、地番、地目の調査並びに境界

確認を行い、その後地籍を測量し、その結果を地図及び簿冊に作成する。平成２２年度より、
新島の一部から開始している。今年度は、平成２３年度調査箇所の面積計算・閲覧工程及び新
規調査地区の基準点測量・一筆地測量工程を実施する。 
   

（款）農林水産業費 （項）水産業費 （目）水産業総務費 
≪住民グループ≫ 
水産業総務一般管理事業 
水産業全般に係る事務を行う。水産業に関する情報の提供を行うことにより、漁業経営の安
定化を図る。 
   
海難予防対策事業 
播磨町漁業協同組合への漁船保険加入や、のり浮標灯、防波堤照明の維持管理のための補助
金を交付することにより、漁業者の負担を軽減し、もって経営の安定化を図る。 
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   （款）農林水産業費 （項）水産業費 （目）水産業振興費 
≪住民グループ≫ 
水産業振興事業 
たこつぼの海面投入や漁業近代化資金利子補給金を交付する等、漁業者の経営安定を図る。 

      
環境・生態系保全活動支援事業 
藻場・干潟・浅場等は、水産資源の保護・培養や水質浄化等の公益的機能を持っているが、

近年、その規模の減少や機能低下が進行しているため、藻場・干潟・浅場等の維持管理等、環
境・生態系保全を行う組織を支援することにより、維持・回復を図るための事業である。 
環境・生態系保全対策は、漁業者や地域住民などが行う藻場・干潟・浅場等の保全活動を支
援する制度として平成２１年度に新たに創設された。機能発揮のための生物移植事業において
は、平成２１年度に終了したウチムラサキ再生事業を引き継ぐ事業とし、養殖海苔の色落ち現
象を抑制する等、豊かな海の再生が見込まれる。支援期間は平成２５年度までとなっている。 
    

（款）農林水産業費 （項）水産業費 （目）漁港管理費 
≪土木グループ≫ 
漁港管理事業 
漁港施設の適正な維持管理を図るとともに関係団体との協調を図り、施設運営の向上のため
の情報収集に努める。 
    

（款）商工費 （項）商工費 （目）商工総務費 
≪住民グループ≫ 
特定商品販売の計量立入検査事業 
商品流通が活発になる中元・年末年始時期を中心に、製造・卸売業者・小売店舗等の事業所
に立ち入って商品量目の検査並びに指導を行い適正計量の推進を図る。 
    

（款）商工費 （項）商工費 （目）商工振興費 
≪住民グループ≫ 
商工業振興一般管理事業 
商工業に係る事業を行う。商工会による優良従業員表彰を支援することで従業員の勤労意欲
を高め、会員の事業所の繁栄と発展を図る。（財）ひょうご中小企業活性化センター、（社）ひ
ょうごツーリズム協会、東播磨ツーリズム振興協議会、兵庫県物産協会、東播磨産業振興協議
会等に参画し、商工業の発展に資する。 
   
商工業振興事業 
商工会が行う事務、事業等の必要経費に対する助成を行い、商工業の振興及び発展を図る。 

     
中小企業信用保証料補助事業 
中小企業信用保険法第２条第４項の規定による認定を受けた者に対し、その認定に基づく融
資に必要な信用保証料の一部を補助する。平成２０年度より３年間期限の補助としていたが、
震災の影響を考慮して１年間延長し、平成２３年度で事業は終了する。平成２４年度について
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は、申請期限が融資日の２ヵ月以内となっていることから、４月以降に申請を行う者への対応
のみとなる。 
   
住宅リフォーム助成事業「新規」 
町内商工業者への経営支援と住宅リフォームによる快適な住環境の推進を図るため、町内業
者の施工により住宅リフォームを行う者に対し助成を行う。現下の厳しい経済状況に緊急的に
対応する事業として、平成２４年度～２６年度の間に限定して行う。 
    

（款）土木費 （項）土木管理費 （目）土木総務費 
≪総務グループ≫ 
道路用地先行取得基金繰出事業 
道路用地のために取得する必要のある用地をあらかじめ取得することにより、公共事業の円
滑な執行を図ることを目的として設置された道路用地先行取得基金への繰出しを行う。 
道路用地先行取得基金条例第５条による運用益金（利子）の繰出し。 

   
≪土木グループ≫ 
土木総務一般管理事業（土木Ｇ） 
土木事業の円滑な推進を図る。関係する調査及び報告をはじめ、管理に必要な事務を行う。
また、補助事業の推進、予算枠の確保のため、関係諸団体との協調を図る。 

   
道路台帳更新事業 
道路法に基づき町道認定路線の道路台帳や占用・橋梁等各台帳調書を更新し、道路管理事務
の円滑化と適正化を図る。 
   
事業用地管理事業 
土木事業に必要な起業地の保全のため草刈り及び清掃等を実施し、適正な維持管理を図る。 

   
港湾統計調査事業 
港湾統計調査は、国からの委任事務であり、統計法に定められた指定統計で、港湾の実態を
明らかにし、港湾の開発利用及び管理に資することを目的としている。調査資料は、港湾計画
等の基礎資料として利用される。 
   
港湾整備促進事業 
港湾施設の整備促進及び港湾の環境保全の推進を図る。 

  
道路占用物件管理事業 
町道の占用物件の更新を年に一度行う。 

   
≪都市計画グループ≫ 
町道未登記処理事業 
町が管理する認定道路内の個人名義等の整理を行うとともに、寄附等に伴う道路敷の登記事
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務等を行う。 
   
土木総務一般管理事業（都市計画Ｇ） 
用地買収等に関する研修及び調査並びに報告をはじめ、用地買収関係に必要な事務を行う。 
また、関係諸団体との協調を図る。 

   
官民境界協定事務事業 
官民境界申請における事前協議、調査、立会及び協定の締結を行うとともに、協定図等のデ
ータ更新作業及びシステムの保守を実施する。 
    

（款）土木費 （項）土木管理費 （目）排水溝費 
≪土木グループ≫ 
排水施設維持管理事業 
排水施設の維持管理を行う。 

   
大中地区水路改修事業「新規」 
大中地区の老朽化した水路を改修し、保全に努める。 

   
（款）土木費 （項）道路橋りょう費 （目）道路維持費 

≪土木グループ≫ 
道路維持管理事業 
交通の安全確保のため定期的に道路清掃業務を行う。 
また、街路樹剪定、防除、灌水、草刈り等を行い、町道の環境美化を図るとともに、その保
全に努める。 
   
町道補修事業 
老朽化している町道の舗装及び道路付属物の改修を行う。 

   
道路安全対策事業 
町内の道路において、歩行者及び車両の安全性の向上とともにバリアフリー化の促進を行う。 

    
（款）土木費 （項）道路橋りょう費 （目）道路新設改良費 

≪総務グループ≫ 
道路用地土地開発公社買戻事業 
債務負担行為に基づき兵庫県町土地開発公社にて先行買収された町道浜幹線道路用地に係る
年間利息相当額の支払いを行う。 
   
≪土木グループ≫ 
道路新設改良一般管理事業 
道路工事の積算資料を整備し、道路新設改良事業の円滑な執行を図る。 
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町道浜幹線道路新設事業（土木Ｇ） 
小、中、高等学校の通学路として現在非常に危険で交通の混雑している路線（町道二子播磨
町駅前線、町道古宮大中線等）に代わりアクセスの向上を図る道路として都市計画道路浜幹線
の新設を行い、交通混雑の緩和を図り、安全で円滑な通行を確保する。事業の進捗に併せ、測
量・設計委託及び工事を実施する。 
 
町道播磨町駅地下道線改良事業「新規」 
町道播磨町駅地下道線のバリアフリー化を図る。 

   
町道八塚本北線道路改良事業「新規」 
生活道路の整備を推進する。 

   
≪都市計画グループ≫ 
町道浜幹線道路新設事業（都市計画Ｇ） 
幹線道路のネットワークを構築する。地権者の協力を得て事業予定地の境界の確定、用地の

買収は完了しており、今年度の工事や国の補助金等に合わせた、兵庫県町土地開発公社代行買
収分の買戻しを行う。 
     

（款）土木費 （項）道路橋りょう費 （目）橋りょう維持費 
≪土木グループ≫ 
橋りょう補修事業「新規」 
道路橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的に橋梁の修繕・架け替えを行う。 

    
（款）土木費 （項）河川費 （目）河川総務費 

≪土木グループ≫ 
河川総務一般管理事業 
河川事業の整備促進を図るとともに、ゲート等の点検・整備を実施し災害に備える。 

    
河川美化事業 
河川管理者の委託を受け、定期的に草刈りや清掃を実施し、災害防止と環境美化に努める。 

    
（款）土木費 （項）都市計画費 （目）都市計画総務費 

≪総務グループ≫ 
公共公益施設整備基金積立事業 
公共公益施設の整備資金を確保するため設置された公共公益施設整備基金への積立てを行う。
公共公益施設整備基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 
 
都市計画事業基金積立事業 
都市計画事業の財源を確保するため設置された都市計画事業基金への積立てを行う。 
都市計画事業基金条例第４条による運用益金（利子）の積立て。 
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≪企画グループ≫ 
山陽電鉄播磨町駅駅舎バリアフリー化事業 
高齢者、障がい者等が鉄道を容易に利用できるよう駅舎のバリアフリー化を促進し、福祉の
まちづくりの実現を図るため、山陽電鉄㈱が播磨町駅に設置するエレベーターの工事費に係る
費用の一部を負担する。 
   
移動等円滑化推進協議会運営事業「新規」 
播磨町駅を中心に整備を行うため、バリアフリー基本構想を策定し、今後構想を具体化する
ため各種の特定事業計画を策定する必要がある。 
また、それらの事業が計画的に進捗しているのか評価・検証を行うため協議会を設置する。 

   
≪都市計画グループ≫ 
都市計画行政運営事業 
本町の健全な発展と秩序ある整備を図るため、円滑な都市計画事務を執行することを目的と

する。 
①都市計画の決定、変更に関する事務 
②都市計画法に基づく開発指導、建築の規制の調査等に関する事務 
③建築基準法に基づく建築確認申請の事前調査及び意見に関する事務 
④まちづくりの手法等について調査研究を行う。 
   
公拡法届出事務事業 
都市の健全な発展と秩序ある整備を推進するため、土地の先買い制度として、都市計画施設
に係る土地を譲渡しようとする場合の届出及び都市計画区域内の２００㎡以上の土地所有者が、
町へ売り渡しを希望する場合の申出についての事務を行う。 
    
都市計画基礎調査事業 
都市計画法第６条に基づく基礎調査を県の委託業務として実施している。都市の現況、動向
（人口、建物、土地、都市施設等）を把握する。都市計画法の規定により、都市計画の決定、
変更に必要な都市の現況等について調査する。 
   
土地取引関連事務事業 
土地取引の届出及び勧告、遊休土地の利用促進に関する調査をする。 
 
屋外広告物許可申請事業 
屋外広告物が地域の環境や景観に大きな影響を及ぼしている現状に鑑み、屋外広告物のもつ
機能や役割に配慮しつつ、快適な生活空間の創造に寄するため、屋外広告物の規制の周知、徹
底を図る。 
   
都市計画変更業務委託事業 
適正な土地利用や良好な市街地環境の形成等を確保するため、平成２２年度より２ヵ年で播
磨町都市計画マスタープランの見直しを行った。 
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また、兵庫県は、長期未着手の都市計画道路について、「都市計画道路網見直しガイドライン」
を作成し、現在、見直し作業を行っており、播磨町は、町内の未着手の都市計画道路において
地域特性、既成市街地の特性等を踏まえながら見直しを行う。 
 
住宅耐震診断推進事業 
震災に備え、民間住宅の耐震化を推進するため、耐震診断の助成、住宅無料相談会を開催す
る。 
     
まちづくり講演会事業 
住民参加のまちづくりを目指し、講演会の開催を通じ、住民のまちづくりへの意識の高揚を
図る。 
    

（款）土木費 （項）都市計画費 （目）公共下水道費 
 
≪下水道グループ≫ 
下水道特別会計繰出事業 
下水道事業特別会計における雨水処理の財源及び汚水処理等に不足する財源を繰り出す。 

    
（款）土木費 （項）都市計画費 （目）公園費 

≪土木グループ≫ 
都市公園維持管理事業 
安全かつ快適で、利用しやすい公園にするため、施設や樹木等の適正な管理運営を行う。 

   
児童遊園整備費補助事業 
自治会が児童遊園又はこれに付属する設備を設置、改良又は修理に要した費用の一部を補助
し、児童の健全な育成と児童福祉の向上を図る。 
   
自治会管理公園補助事業 
自治会が維持管理を行う面積が３００㎡以上の公園及び広場に対して、その施設の維持管理
に要する費用の一部を補助する。児童に安全な遊び場を提供し、児童の健全な育成に寄与する
ことを目的とする。 
  
都市公園施設改修事業 
公園施設の安全確保のため、遊具点検結果に基づき、老朽化した遊具等の取替えを図る。 

   
（款）土木費 （項）都市計画費 （目）緑化推進費 

≪土木グループ≫ 
緑化推進対策事業 
潤いあるまちづくり実現のため、身近な公共用地を提供して花と緑で飾るまちづくりを推進
する。 
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生けがき設置奨励事業 
公衆用道路に面し、生けがきを設置する場合に奨励金を交付する。本町における良好なまち
の景観を創出し、緑化推進と防災機能の向上を図る。 
   
緑の普及啓発事業 
花と緑に対する理解を深めてもらうために普及啓発事業を行う。 

    
（款）土木費 （項）住宅費 （目）住宅管理費 

≪福祉グループ≫ 
町営住宅施設維持管理事業 
家賃の決定及び変更、入居者の募集、選考及び決定、家賃及び敷金の徴収、徴収猶予及び減
免の承認、住宅の修繕、収入超過者に対する措置等を行う。 

 
町営住宅建設及び補修基金積立事業 
町営住宅の建設及び補修の資金を確保するため設置された住宅建設及び補修基金への積立て
を行う。 
住宅建設及び補修基金条例第４条による運用基金（利子）の積立て。 

    
（款）消防費 （項）消防費 （目）常備消防費 

≪危機管理グループ≫ 
常備消防事務委託事業 
加古川市に消防事務を委託し、火災の予防及び消火活動の充実並びに救急活動の強化を図り、

住民生活の安全を確保する。 
   
産業保安事務委託事業 
加古川市に産業保安事務を委託し、火災予防の観点から一貫した指導と消防法により届出義
務が課せられている事務処理を行う。 
    

（款）消防費 （項）消防費 （目）非常備消防費 
≪危機管理グループ≫ 
消防団活動事業 
消防団員の身分補償及び訓練、礼式、操法大会及び講習会等を実施し、消防団員の知識、技

術の向上を図る。 
①年末警戒及び出初め式 ②本部会議及び幹部会 

   
消防施設維持管理事業 
消防活動に必要な施設の維持管理事業として、防災行政無線・専用電話・兵庫衛星通信・消
火栓維持管理及び消防設備の点検・整備を行うことにより、住民生活の安全を確保する。 
また、自治会が設置する自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の購入経費を補助することによりＡ
ＥＤの普及促進を図り、安心して暮らせるまちづくりを推進する。 
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消防車整備事業 
老朽化した消防自動車を更新することにより、消防団員の安全の確保及び消防力の強化充実
を図る。 

 
消火栓ホース格納箱新設取替事業 
老朽化した格納箱やホース等の取替え、また必要な場所に新設することにより、消防力を強
化し、初期消火活動に備える。 
   
消火栓新設事業 
消火栓が不足している所に新設することにより、消防水利の拡充を行い消防力の強化充実を
図る。 
   
防火水槽整備事業 
①宮ノ裏公民館前防火水槽が漏水しているため、防水工事を実施する。 
②現在使用されていない古宮第１浄水場施設の配水地を、防火水槽として活用するための配水
補給管接続工事等を実施する。 
③野添中部田中地区の防火水槽は、無蓋であり有蓋化の要望があるため、水槽の躯体強度の検
査等を行い防火水槽の安全性の確保に努める。 
   

（款）消防費 （項）消防費 （目）水防費 
≪危機管理グループ≫ 
水防活動事業 
播磨町全域の水災害の防災計画及びこれに基づく水防活動を行い、水害の防止を図り被害の

軽減を図る。 
   

（款）消防費 （項）消防費 （目）災害対策費 
≪危機管理グループ≫ 
災害対策活動事業 
地域防災計画等に基づく災害防御、救出活動を行い、被害の軽減と鎮圧を図り、住民生活の

安全を確保する。 
 
自主防災組織育成事業 
大規模災害時において、被害を最小限度に食い止めるためには、発災直後の初期消火活動や
救助活動が不可欠であることから、効果的かつ実践的な地域ぐるみの防災活動を展開できるよ
う支援する。 
   
防災計画推進事業 
地域防災計画について、防災関係機関に意見を聴くとともに、防災会議を開催し、地域防災
計画の修正を行う。 
また、平成２４年度は被災者支援システムの導入を行う。 
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防災計画策定事業「新規」 
東北地方太平洋沖地震に伴う津波の状況並びに中央防災会議における防災基本計画の見直し
を受け、現行の地域防災計画の大幅な改訂を行い、防災体制の強化と充実を図る。 
     

（款）教育費 （項）教育総務費 （目）教育委員会費 
≪教育総務グループ≫ 
教育委員会委員活動事業 
教育行政の円滑な運営のため、教育委員会の事務事業について合議し、執行する。 

     
学校植木養生管理事業 
播磨小学校にある町指定文化財（天然記念物）のくすのきの樹勢を保持するため、空洞部処
理やマルチングなどを行う。 
   

（款）教育費 （項）教育総務費 （目）事務局費 
≪教育総務グループ≫ 
事務局一般管理事業 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律、その他関係法規に基づき、教育委員会の権限に

属する事務事業を円滑に行う。 
   
奨学基金積立事業 
経済的理由により修学が困難な者に対し、貸し付ける修学資金を奨学基金として積立てを行
う。 
   

（款）教育費 （項）教育総務費 （目）教育指導費 
≪学校教育グループ≫ 
教育研究指導事業 
教師の資質や指導技術の向上、また、様々な教育課題に対応する能力を育てるため、研修を

行う。特に、小中学校の新学習指導要領完全実施を踏まえ、さらなる道徳教育の充実に向けた
研修を行う。 
   
児童生徒就学事務事業 
児童生徒の就学に関する事務を行う。 

   
青少年健全育成事業 
青少年の健全育成のため、少年補導委員の委嘱とその活動、播磨町内の２中学校の青少年育
成推進委員会への補助を行う。 
   
子供美術展事業 
幼稚園児・小学校児童・中学校生徒の造形感覚、創造性を育成するため、絵画等の展示を行
う。 
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外国人英語指導助手招致事業 
中学生の語学力の向上、国際理解、教師の語学力向上のため、中学校に外国人の英語指導助
手を招致する。 
   
子ども支援事業 
長期欠席者の社会的自立や学校復帰を促し、児童生徒の自己実現や社会の構成員としての個
性と能力の伸長を図る。 
また、支援の必要な児童生徒に対して、学校生活における適切な支援を行う。 

   
読書活動推進事業 
播磨町教育審議会の答申に基づき、読書習慣を身につけさせ、「豊かな感性の涵養」に努める
とともに、学力の基本要素である「読む力」の育成を図る。 
   
小学校英語活動推進事業 
幼少期から英語に対する興味関心を高め中学校へのスムーズな接続を図るとともに、多文化
理解や意思疎通など国際人として必要な資質の基礎を身につけさせるため、小学校３、４年生
には国際理解教育として、５、６年生には外国語活動として実施する。 
また、幼稚園や小学校１、２年についても、行事等を利用して計画的に英語活動を実施する。 

   
特別支援教育総合推進事業 
各学校園で定期的に校内（園内）委員会が開かれ、特別な支援を必要とする子どもたち一人
一人について支援方法の計画・見直しが行われ、発達障がいに対する理解ができつつあるが、
具体的な支援・指導方法については更なる取組が必要である。 
そのため、ケースカンファレンスを含む具体的な対応方法の検討及び必要な技能習得につい
ての研修を行うとともに、幼稚園から小学校へのスムーズな就学指導の方法や保育園から小学
校への就学指導のあり方について検討を行う。 
   

（款）教育費 （項）小学校費 （目）学校管理費 
≪教育総務グループ≫ 
小学校運営事業 
小学校の児童の健全な育成に主眼をおき、教育内容の充実及び小学校の円滑な運営を行う。 

   
小学校保健衛生事業 
児童及び教職員を対象に学校保健安全法等に基づく健康診断を実施し、健康の保持及び増進
を図る。 
・学校医等の配置(学校保健安全法第２３条） 
１校につき 内科医(１名）眼科医(１名）耳鼻咽喉科医(１名）歯科医（１名）薬剤師（１名） 
・児童の健康診断(学校保健安全法第１３条） 
①腎臓検診 ②心臓検診 ③脊柱検診 ④ぎょう虫卵検査 ⑤結核検診 他 
・教職員の健康診断(学校保健安全法第１５条他） 
①尿検査 ②血液検査 ③心電図 ④眼底検査 ⑤血圧 ⑥聴力 ⑦結核検診 他 
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小学校給食事業 
小学校の全児童に対し、単独校調理方式で完全給食を実施し、食事についての正しい理解と
食事を通じて好ましい人間関係を育成するとともに、児童の健康保持及び増進を図る。 
   
小学校施設維持管理事業 
円滑な学校運営を推進するため、学校施設の適切な維持管理と学校内の保安保持等を行う。 

   
小学校運営用備品整備事業 
児童が良好な環境のもとで、教育が受けられるよう小学校運営用の各種備品の整備を行う。 

   
交通安全街頭指導事業 
通学路の町内１７箇所に交通安全街頭指導員を配置し、登下校（園）時における幼児・児童・
生徒等の安全を確保する。 

 
小学校遊具整備改修事業 
国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づき、点検・評価を
行い、けがや事故の要因につながる遊具については更新や補修等の措置を行う。 
      
播磨小学校受電設備改修事業「新規」 
播磨小学校の受電設備は設置後３３年を経過し、設備全体が経年劣化し、非常に劣悪な状況

にあることから設備を更新する。なお、平成２４年度は設計業務を実施する。 
   
蓮池小学校給食室改修事業「新規」 
蓮池小学校の給食棟では、これまでに改修を何度か実施したことによって、電気設備に容量
不足が生じ、電源を遮断してしまう事象がしばしば発生しているので、電気設備等を改修する。 
なお、平成２４年度は設計業務を実施する。 

   
小学校施設非構造部材等耐震対策事業「新規」 
阪神・淡路大震災をはじめ、このたびの東日本大震災などの大震災において文教施設の非構
造部材等の被害については、体育館での天井材・体育機器・照明器具・音響機器等の落下、床
面の不陸、窓ガラスの飛散等の多種多様な被害が確認されている。このようなことから、本町
の各小学校の既存校舎及び体育館の非構造部材の実態を調査する。 
    

（款）教育費 （項）小学校費 （目）教育振興費 
≪教育総務グループ≫ 
小学校就学援助事業 
心身ともに健全な児童の育成を図るため、経済的理由により就学が困難な児童に対し、学用

品費、給食費等を援助する。 
・該当世帯＝①生活保護受給中の世帯 ②前年度の所得額が基準以下の世帯 

③保護者の失業など特別な事情がある世帯 
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・基準額（モデル世帯）＝２人世帯（大人１人子ども１人） 
１，４６１千円以下（年齢等により異なる） 
３人世帯（大人２人子ども１人） 
２，００４千円以下（世帯構成、年齢等により異なる） 
４人世帯（大人２人子ども２人） 
２，３４０千円以下（世帯構成、年齢等により異なる） 

・援助する費用＝①学用品・通学用品費 ②給食費 ③校外活動費 ④医療費  
⑤新入学用品費(１年）⑥修学旅行費(６年） 

   
≪学校教育グループ≫ 
小学校教育振興事業 
新学習指導要領の完全実施に備え、教科用備品の整備等を行い、教育内容を充実する。 

   
小学校情報教育運営事業 
情報活用能力を向上させるとともに、学力向上に資するため、ＩＣＴを活用した授業改善を
進める。 
   
小学校体験活動事業 
小学校３年生の環境体験事業と小学校５年生の自然学校を一本化し、小学校体験活動とする。
これにより、体験活動のねらいである命の大切さなどを発展的、系統的に学ぶようにする。 
   

（款）教育費 （項）中学校費 （目）学校管理費 
≪教育総務グループ≫ 
中学校運営事業 
中学校の生徒の健全な育成に主眼をおき、教育内容の充実及び中学校の円滑な運営を行う。 

   
中学校保健衛生事業 
生徒及び教職員を対象に学校保健安全法等に基づく健康診断を実施し、健康の保持及び増進
を図る。 
・学校医等の配置(学校保健安全法第２３条） 
１校につき 内科医(１名）眼科医(１名）耳鼻咽喉科医(１名）歯科医（１名）薬剤師（１名） 
・生徒の健康診断(学校保健安全法第１３条） 
①腎臓検診 ②心臓検診 ③脊柱検診 ④結核検診 他 

・教職員の健康診断(学校保健安全法第１５条他） 
①尿検査 ②血液検査 ③心電図 ④眼底検査 ⑤血圧 ⑥聴力 ⑦結核検診 他 

  
中学校施設維持管理事業 
円滑な学校運営を推進するため、学校施設及び設備の適切な維持管理と学校内の保安保持等
を行う。 
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中学校運営用備品整備事業 
生徒が良好な環境のもとで、教育が受けられるよう中学校運営用の各種備品の整備を行う。 

   
中学校給食事業 
中学校の全生徒に対し、調理配送業務委託方式により完全給食を実施し、生徒の健康の保持
増進を図るとともに、望ましい食習慣を養い、食の自己管理能力を身につけさせる。 
   
播磨中学校受電設備改修事業「新規」 
播磨中学校の受電設備は設置後３１年を経過し、設備全体が経年劣化し、非常に劣悪な状態
にあることから設備を更新する。なお、平成２４年度は設計業務を実施する。 
   
播磨南中学校外構施設等改修事業 
播磨南中学校北側の町道浜幹線の新設に伴い、通行者や通行車両が増えるなど学校周辺の環
境が大きく変化することから、浜幹線沿いの学校施設及び設備等の改修を実施し、学校の環境
整備を行うとともに、通行者及び通行車両への安全確保を図る。 
  
中学校施設非構造部材等耐震対策事業「新規」 
阪神・淡路大震災をはじめ、このたびの東日本大震災などの大震災において文教施設の非構
造部材等の被害については、体育館での天井材・体育機器・照明器具・音響機器等の落下、床
面の不陸、窓ガラスの飛散等の多種多様な被害が確認されている。このようなことから、本町
の各中学校の既存校舎及び体育館の非構造部材の実態を調査する。 
   
播磨南中学校屋内運動場大規模改造事業「新規」 
播磨南中学校の体育館は、昭和５４年度の建築以来、一度も大規模な改修が行われていない。

そのため、特に屋根の部材（折板）の腐食が著しく進行し、降雨時にはひどい雨漏りが生じて
いる。また、他の小・中学校の体育館とは異なり、体育館内の便所がフロアーから直接進入す
るといった箇所にあり、便所の臭気がフロアーに漂うといった状況にある。このようなことか
ら体育館の大規模な改修工事を実施する。なお、平成２４年度は設計業務を実施する。 
    

（款）教育費 （項）中学校費 （目）教育振興費 
≪教育総務グループ≫ 
中学校就学援助事業 
心身ともに健全な生徒の育成を図るため、経済的な理由により就学が困難な生徒に対し、学

用品費、給食費、修学旅行費等を援助する。 
・該当世帯＝①生活保護受給中の世帯 ②前年度の所得額が基準以下の世帯  

③保護者の失業など特別な事情がある世帯 
・基準額（モデル世帯）＝２人世帯（大人１人子ども１人） 

１，５５６千円以下（年齢等により異なる） 
３人世帯（大人２人子ども１人） 
２，０９９千円以下（世帯構成、年齢等により異なる） 
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４人世帯（大人２人子ども２人） 
２，５０３千円以下（世帯構成、年齢等により異なる） 

・援助する費用＝①学用品・通学用品費 ②給食費 ③校外活動費 ④医療費  
⑤新入学用品費(１年）⑥修学旅行費(３年） 

   
≪学校教育グループ≫ 
中学校教育振興事業 
教科用備品の整備等を行い、教育内容を充実する。 

   
「トライやる・ウィーク」事業 
自己を見つめ、自分の生き方を考え、心豊かにたくましく生きる力を育むため、中学２年生
全員を対象に、１週間の体験活動を実施する。 
   
中学校情報教育運営事業 
情報活用能力を向上させるとともに、技術家庭科のみならず、全教科での学力向上に資する
ため、ＩＣＴを活用した授業改善を進める。 
    

（款）教育費 （項）幼稚園費 （目）幼稚園費 
≪教育総務グループ≫ 
幼稚園運営事業 
幼稚園の園児の健全な育成に主眼をおき、教育内容の充実及び幼稚園の円滑な運営を行う。 

   
幼稚園保健衛生事業 
園児及び教職員を対象に学校保健安全法等に基づく健康診断を実施し、健康の保持及び増進
を図る。 
・園医等の配置(学校保健安全法第２３条） 
１園につき 内科医(１名） 眼科医(１名） 歯科医（１名） 薬剤師（１名） 
・園児の健康診断(学校保健安全法第１３条） 
①腎臓検診 ②ぎょう虫卵検査 他 
・教職員の健康診断(学校保健安全法第１５条他） 
①尿検査 ②血液検査 ③心電図 ④眼底検査 ⑤血圧 ⑥聴力 ⑦結核検診 他 

   
幼稚園施設維持管理事業 
円滑な園運営を推進するため、施設の適切な維持管理と園内の保安保持等を行う。 

   
幼稚園運営用備品整備事業 
園児が良好な環境のもとで、教育が受けられるよう幼稚園運営用備品の整備を行う。 

   
幼稚園遊具整備改修事業 
国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づき、点検・評価を
行い、けがや事故の要因につながる遊具については更新や補修等の措置を行う。 



 43

幼稚園施設非構造部材等耐震対策事業「新規」 
阪神・淡路大震災をはじめ、このたびの東日本大震災などの大震災において文教施設の非構
造部材等の被害については、天井材、照明器具、音響機器等の落下、窓ガラスの飛散等の多種
多様な被害が確認されている。そのようなことから、平成２２年度に竣工した播磨西幼稚園以
外の蓮池幼稚園並びに播磨幼稚園の既存園舎の非構造部材の実態を調査する。 
    

（款）教育費 （項）社会教育費 （目）社会教育総務費 
≪教育総務グループ≫ 
校舎開放管理運営事業 
休日等に町立学校の特別教室等を地域住民に開放するに当たり、校舎開放時の適切な管理を

行う。 
   
≪生涯学習グループ≫ 
社会教育一般管理事業 
社会教育事業全般の管理事務を行う。 

   
社会教育委員設置事業 
社会教育法に基づき、社会教育に関する諸計画の立案や教育委員会の諮問に応じて研究調査
を行う。 
また、教育委員会の会議に出席し、社会教育に関して意見を述べる。 

   
 社会教育推進委員設置事業 
自治会等における住民の自主的な文化活動やスポーツ、レクリエーション活動の推進及び各
種社会教育事業の連絡調整を行う。 
   
派遣社会教育主事設置事業 
県から派遣された社会教育主事を配置し、専門的かつ技術的な助言と指導により、社会教育
の活性化及び充実を図る。 
   
ふれあい活動推進事業 
各種の奉仕活動や学習活動、福祉活動を推進する女性団体を支援し、温かい人間関係で結ば
れた快適で住みよい地域づくりを行う。 
   
青少年育成事業 
青少年の健全育成を図るため、青少年問題協議会の開催や子ども会育成連絡協議会等の青少
年団体の育成、青少年活動の推進を行う。 
   
成人式開催事業 
成人式を開催し、新しい次代を担う新成人を祝福し、責任と自覚を促す。 
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文化行事開催事業 
文化団体の育成支援や美術展、菊花展、町民文化祭及び東はりまみんよう大会等の開催を支
援し、住民の芸術文化への理解と関心を高め、芸術文化活動の推進を図る。 
   
体育レクリエーション推進事業 
スポーツ推進委員の設置、各種スポーツ・レクリエーション大会や教室の開催及び社会体育
指導者の育成等に努め、スポーツ・レクリエーションの日常化を推進する。 
  
学校開放管理運営事業 
小学校と中学校の体育施設を開放し、播磨町在住、在勤者を対象に住民のふれあいや健康増
進、学習の場、子どもの居場所としての活用を図る。 
   
生涯学習Ｇ所管施設管理事業 
明姫幹線高架下広場等の生涯学習グループ所管施設の適切な維持管理を行う。 

   
地域スポーツクラブ支援事業 
「青少年の健全育成、健康の増進、体力の向上、豊かな地域コミュニティづくり」を目的と
した総合型地域スポーツクラブの育成を図る。 
   
放課後子どもプラン事業 
放課後等に小学校施設等を活用して、子どもの安全・安心な活動場所を地域住民の参画を得
て確保し、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進する。 
   
学校支援地域本部事業 
学校・家庭・地域が果たすべき教育的機能を十分に発揮することができるよう三者が緊密に
連携し、学校の教育活動を支援するため、地域の人たちがボランティアとして学校の求めに応
じた支援活動を行う。 
   
≪郷土資料館≫ 
大中遺跡まつり事業 
国指定史跡「大中遺跡」公園を会場に、全国的にも類のない特色ある遺跡まつりを開催する。 
特に、今年は町制施行・大中遺跡発見５０周年にあたり遺跡まつりを拡充し、様々な媒体を
通して「５０周年」と「遺跡まつり」をＰＲする。 
 
≪学校教育グループ≫ 
家庭教育啓発事業 
家庭教育の推進を行うために、保護者対象の研修や啓発リーフレットの配布を行う。 

    
（款）教育費 （項）社会教育費 （目）公民館費 

≪生涯学習グループ≫ 
公民館管理運営事業 
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住民が主体的に学習し、交流する文化活動等の拠点施設である中央公民館を指定管理者によ
り、適正に管理運営する。 
   
コミュニティセンター管理運営事業 
住民が主体的に学習し、交流する地域活動等の拠点施設であるコミュニティセンターを指定
管理者により、適正に管理運営する。  
       

（款）教育費 （項）社会教育費 （目）人権教育費 
≪生涯学習グループ≫ 
人権教育啓発事業 

①部落差別をはじめあらゆる差別の解消に向け、ふれあいや交流を通して、よりよい人間関係
づくりを目指す地域住民の主体的な活動を支援する。 
②いきいきフォーラムの実施、各種資料の制作・貸出・講演会・研修会・交流会など、多彩な
実践活動を通じて人権尊重の意識の向上を図る。 
③住民の人権啓発活動や交流活動、また、地域リーダーとなる人材の養成等、主体的な人権尊
重の地域づくり事業に要する経費の一部を補助する。 
  
人権教育研究事業 

①人権教育における推進・啓発方法、学習内容、評価等について研究協議する。 
②播磨町人権教育基本方針の趣旨を達成するための、より効果的な推進方法の工夫、学習内容
の系統化、適切な評価を行う。 
   
播磨町人権啓発推進委員会運営事業 
人権尊重の地域づくりに向けて、いきいきフォーラム、コミセンのつどい、ふれあいウェー
ブ講座等、住民主体となる人権啓発事業を企画・運営する。 
   

（款）教育費 （項）社会教育費 （目）文化財保護費 
≪郷土資料館≫ 
文化財保護啓発事業 
愛宕塚古墳をはじめとする文化財の適切な管理を行い、郷土の文化財への保護意識を高める。 

   
文化財保護審議会運営事業 
文化財保護法の規定に基づき、町内にある文化財の保存及び活用に関する重要事項について
調査・審議し、建議する。 
   
まちの先覚者顕彰事業 
郷土の先覚者に関わる歴史的文化遺産の保存や資料等の調査・収集及び啓発パンフレット等
の作成を行い、住民に広報する。 
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（款）教育費 （項）社会教育費 （目）図書館費 
≪生涯学習グループ≫ 
図書館管理運営事業 
図書館サービスの充実、向上を図り、施設及び設備の維持管理を含めた指定管理者による図

書館の適正かつ円滑な管理運営を行う。 
   
図書館改修事業「新規」 
１階及び２階フロアーのカーペットは、改修後１２年以上経過し、経年による汚れや傷みが
激しいことから、カーペットの張替えを実施し、利用者が快適に読書等ができる環境を整える。 
    

（款）教育費 （項）社会教育費 （目）資料館費 
≪郷土資料館≫ 
郷土資料館管理運営事業 
郷土の歴史、考古、民俗等に関する調査研究及び資料の収集・展示、知識の普及等に関する

事業を行う。 
   
郷土資料館施設維持管理事業 
郷土資料館を安全で快適な施設として維持管理し、効率的かつ経済的に管理業務を行う。 

   
特別展開催事業 
大中遺跡をはじめとする文化財、地域の歴史、風土や文化等の中からテーマを選定し、特色
ある展覧会を年１回開催する。 
特に、今年は大中遺跡発見５０周年にあたり、大中遺跡を中心とした弥生の村をテーマに特
別展を開催する。 
   
親子文化財教室開催事業 
親子を対象に、古代の織物や染め物、土器や埴輪づくりなど古代体験学習の場を充実する。 
また、民話の読み聞かせや伝統的な楽器による演奏会など特色ある事業を推進する。 
 
歴史講座開催事業 
住民の興味・関心の高いテーマを中心に郷土の歴史や文化、文化財等に関する知識を提供す
る。 
 また、特別展と関連した講座を開催することで特別展への理解を深める。 
 

（款）教育費 （項）保健体育費 （目）体育施設費 
≪生涯学習グループ≫ 
スポーツ施設管理事業 
総合体育館・新島球場・浜田球場・浜田テニスコート・望海公園球場・はりまシーサイドド

ーム・秋ヶ池運動場等のスポーツ施設の管理運営を行い、スポーツ・レクリエーション活動の
推進を図る。 
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町民プール検討事業「新規」 
町民プールは、開設後３３年経過し、老朽化したプール本体をはじめ、濾過装置や循環配管
の改修に多額な費用が予想され、また、利用者数も大きく減少している状況から、町民プール
に関する今後の方針を検討する。 

 
総合体育館改修事業「新規」 
総合体育館を安全かつ安心して利用できる施設にするため、本館に屋外非常階段を設置する。 
また、老朽化が進む屋上防水の改修に係る設計業務を行う。 

   
新島球場改修事業「新規」 
新島球場のフェンスは、前回改修から２０年以上経過し、経年劣化等による損傷が激しい内
野フェンスの全面改修を実施し、利用者が安全で快適に利用できる施設に整備する。 
   
浜田テニスコート改修事業「新規」 
浜田テニスコートの砂入り人工芝は、前回改修から１０年以上経過し、経年による磨耗や破
れた箇所が多く発生しており、全面的な張替えを実施し、利用者が安全で快適に利用できる施
設に整備する。 
   

（款）公債費 （項）公債費 （目）元金 
≪総務グループ≫ 
一般会計借入金元金償還事業 
公共事業の財源として借り入れた町債の元金の償還や平成９年３月３１日限りで廃止された
住宅建設資金及び改修資金等貸付制度における財源として借り入れた町債の元金の償還を行う。 
      

（款）公債費 （項）公債費 （目）利子 
≪総務グループ≫ 
一般会計借入金利子償還事業 
公共事業の財源として借り入れた町債の利子及び一時金借入金の利子の償還や平成９年３月
３１日限りで廃止された住宅建設資金及び改修資金等貸付制度における財源として借り入れた
町債の利子の償還を行う。 
    

（款）予備費 （項）予備費 （目）予備費 
≪総務グループ≫ 
一般会計予備費 
一般会計における予算外の支出又は予算超過の支出に充てるための使途を特定しない目的外
予算。 
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国民健康保険事業特別会計 

≪保険年金グループ≫ 
 国民健康保険は、被保険者の保険税、国庫負担金（補助金）、社会保険診療報酬支払基金から
の交付金、一般会計繰入金、その他の収入金を財源として、病気、けが、出産、死亡等の事故
に対して必要な給付を行い、生活の安定を図ることを目的とした相互扶助共済の医療保険制度
である。 
 
 １ 保険給付 
  （１）療養給付費 
     被保険者の疾病、負傷に対しての診療を医療機関を通じた現物給付という形で行い、

次の診療費を国保連合会を通じて医療機関へ支払う。 
・一般被保険者・退職被保険者とともに７割 
・６歳の年度末まで８割 
・７０歳以上７５歳未満は８割（ただし、平成２５年３月３１日までは自己負担１割） 
・７０歳以上７５歳未満の一定以上の所得者は７割   

（２）療養費 
コルセット等治療装具、旅行中の急病等緊急やむをえない理由で被保険者証を提示
せずに診療を受けた場合などの費用は、被保険者の属する世帯の世帯主の申請により、
上記の給付割合に応じて現金給付する。 

（３）高額療養費 
     医療の高度化傾向に対応し、被保険者の一部負担の軽減を図る目的で実施するもの

で、下記の区分に応じて給付する。 
①単独 
基礎控除後の所得が６００万円を超える世帯（以下「上位所得者」という。）の場

合、同じ人が同一医療機関で、同じ月内に１５０，０００円を超える自己負担が生
じた時、その金額を超えた額を支給（ただし、医療費が５００，０００円を超えた
場合は別途計算） 
基礎控除後の所得が６００万円を超えない世帯の場合、同じ人が同一医療機関で、
同じ月内に８０，１００円を超える自己負担が生じた時、その金額を超えた額を支
給（ただし、医療費が２６７，０００円を超えた場合は別途計算） 

         （住民税非課税世帯は、３５，４００円を超えた額） 
   ②世帯合算 

同一世帯で、同じ月内に２１，０００円以上の自己負担が複数生じた場合、これ
らを合算して①に該当する金額を超えた額を支給。 

         （住民税非課税世帯は、３５，４００円を超えた額） 
   ③多数該当  

同一世帯で１年間（診療を受けた月以前１２か月）に、既に３回の高額療養費の
支給を受けた場合、４回目から上位所得者は８３，４００円を超えた額、それ以外
の者は４４，４００円を超えた額を支給。 

        （住民税非課税世帯は２４，６００円を超えた額） 
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    ④世帯合算の多数該当 
同一世帯で１年間（診療を受けた月以前１２か月）に、既に３回の高額療養費

の支給を受けた場合で、かつ４回目に同一世帯で、同じ月内に２１，０００円以
上の自己負担が複数生じた場合、これらを合算して上位所得者は、８３，４００
円を超えた額、それ以外の者は４４，４００円を超えた額を支給。 

         （住民税非課税世帯は、２４，６００円を超えた額） 
      ⑤７０歳以上の人は、外来（個人ごと）の限度額を適用後に世帯単位で自己負担

限度額を適用する。 
（４）高額介護合算療養費 

       国民健康保険の世帯に介護保険受給者が存在する場合に、被保険者からの申請に基
づき、高額療養費の算定対象世帯単位で、医療と介護の自己負担額を合算し、一定の
自己負担限度額を超える額を支給する。 

（５）特定疾病 
療養に要する期間が著しく長く、かつ、一定の高額な治療を継続して行う必要のあ
る疾病として厚生労働大臣の定めるもの（血友病及び人工透析治療を行う必要のある
慢性腎不全等）で、保険者の認定を受けた場合、毎月の自己負担額は、１０，０００
円を限度とする。 

   ※ 人工透析が必要な７０歳未満の上位所得者は月２０，０００円を限度とする。 
（６）出産育児一時金 

被保険者が出産したときに、その被保険者の属する世帯の世帯主に対し、４２０，
０００円を支給する。 
また、被保険者等が医療機関等の窓口において出産費用を支払う負担を軽減するた
め、一時金を医療機関等に直接支払う直接支払制度がある。 

（７）葬祭費 
被保険者が死亡したときに、その被保険者の葬祭を行うものに対し、５０，０００
円を支給する。 

 
   ２ 介護給付費納付金 

介護保険法第１５０条の規定により保険者が納付の義務を負う納付金で、法第１６０条第
１項に規定する業務に要する費用に充てるためのものであり、全国一律の第２号被保険者（４
０歳以上６５歳未満の保険未加入者）１人当たり負担額に保険者に属する第２号被保険者数
を乗じて算定される。 
 

   ３ 後期高齢者支援金 
高齢者の医療の確保に関する法律第１１８条の規定により納付の義務を負う支援金で、法
第１３９条第１項第２号に規定する業務に要する費用に充てるためのものであり、後期高齢
者医療広域連合の保険納付対象額の総額から１人当たりの負担額を算出し、保険者に属する
保険者数を乗じて算定される。 
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≪すこやか環境グループ≫ 
   ４ 特定健康診査等事業 

高齢者の医療の確保に関する法律第１９条により、特定健康診査等実施計画を立て、４０
歳以上７４歳以下の加入者を対象に、内臓脂肪型肥満に着目した健康診査(特定健診）を行い、
その要因となっている生活習慣を改善するための保健指導(特定保健指導）を行う。これによ
り、生活習慣病の有病者・予備群を減少させ、医療費の伸びの適正化を図る。 

 

財産区特別会計 

≪総務グループ≫ 
  財産区有財産の管理及び処分について、財産区住民の福祉を増進するとともに財産区運営
の円滑化を図る。 
 
・本荘村財産区   ・古宮村財産区   ・二子村財産区   ・野添村財産区 
 ・大中村財産区   ・古田村財産区   ・宮西村財産区 
 

下水道事業特別会計 

≪下水道グループ≫ 
  下水道は、生活環境の向上、公共用水域の水質保全、市街地の浸水防止などを果たす重要
な都市基盤施設であり、引き続き事業認可区域内の汚水管渠整備を図るとともに、水洗化の
普及啓発に努める。また、雨水による浸水対策として雨水幹線整備の進捗に努める。 
 
〔汚水整備〕 
   事業進渉状況 
        認可面積       ５２８．０ｈａ 
        整備面積       ４６９．９ｈａ（平成２３年度末見込） 
   平成２４年度整備予定面積      １．７ｈａ 
   平成２４年度末整備面積（見込） ４７１．６ｈａ 
 
〔雨水整備〕 
   古宮第２－１雨水幹線全体面積   ７２．０ｈａ 
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介護保険事業特別会計 

≪保険年金グループ≫ 
  介護保険制度は、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、要介護者
には自立支援のため必要な介護サービスを総合的・一体的に提供する。 
要介護状態になるおそれのある要支援者には、重度化防止のため必要な介護予防サービス
を、また、要支援状態になる可能性の高い二次予防事業対象者には、必要な介護予防事業を
総合的・一体的に提供し、社会全体で介護を支えていく仕組みであり、負担と給付の関係が
明確になる社会保険方式で実施している。 
  介護給付（介護予防給付を含む。）、地域支援事業（介護予防事業）に必要な費用は、サー
ビス利用に要した費用の利用者負担分を除いて、５０％が公費でまかなわれる。その内訳は、
概ね国が２５％（介護給付費はうち５％が調整交付金）、県が１２．５％、町が１２．５％を
負担する。 
  公費負担を除く５０％の費用を、第１号被保険者（６５歳以上）が約２１％、第２号被保
険者（４０歳以上６５歳未満）が２９％を保険料で負担する。 
  また、地域支援事業の包括的支援事業・任意事業に必要な費用は、国が３９.５％、県と町
が各１９.７５％、第１号被保険者が２１％を保険料で負担する。 
『総務』 
・介護保険管理事業 
   介護保険事業の円滑な運営を図るため必要な総括的な事務を行う。 
 ・介護保険証更新事業 

要介護認定者の更新認定・変更認定時等に交付する被保険者証を作成し、発送する事務
を行う。 

・電算共同処理事業 
第三者行為等の故意・過失により発生した保険給付に係る求償事務等を兵庫県国民健康
保険団体連合会に委託し、事務を行う。 

・介護保険システム運営開発事業 
介護保険制度の経常的な事務である資格管理、給付管理等の処理を行う電算システムの
管理運営を行う。 
加えて、介護サービス等の情報ネットワークシステム（二市二町コミュニティケアネッ
トシステム）の管理運営費を負担する。 

・介護保険運営協議会運営事業 
 介護保険事業の円滑な運営を図るため協議会を開催する。 

・連合会事業 
保険給付の審査・支払事務等を行う兵庫県国民健康保険団体連合会の会員としての負担

金を支払う。 
・地域包括支援センター運営協議会運営事業 

地域包括支援センターの中立・公正な事業運営を図るため協議会を開催する。 
・介護保険賦課徴収事業 

第１号被保険者の保険料を、特別徴収又は普通徴収の方法によって賦課・徴収する事務
を行う。 
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・介護認定審査会運営事業 
要介護認定における審査判定を行う「播磨町介護認定審査会」の運営事務を行う。 

・認定調査事業 
要介護認定に係る「主治医意見書」の作成依頼及び「認定調査」を居宅介護支援事業者
等に委託する事務を行う。 

『保険給付』 
・居宅介護サービス給付事業 

在宅の要介護者（要介護１～５）が、県の指定を受けた居宅サービス事業者等から受け
た居宅サービス費用の９割相当額を国保連合会を通じてサービス提供事業者に支払う。 
要介護者は、１割相当額を自己負担し、現物給付によってサービスを受給できる。 
   ａ．訪問介護         ｂ．訪問入浴介護 
   ｃ．訪問看護         ｄ．訪問リハビリテーション 
   ｅ．通所介護         ｆ．通所リハビリテーション 
   ｇ．福祉用具貸与       ｈ．居宅療養管理指導 
   ｉ．短期入所生活介護     ｊ．短期入所療養介護 
   ｋ．特定施設入所者生活介護 

・施設介護サービス給付事業 
要介護者が、介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施
設）に入所（入院）した場合、施設サービスの種類ごとに定められた基準額の９割相当額
を国保連合会を通じて施設に支払う。 
入所（入院）者は、１割相当額を自己負担し、現物給付によってサービスを受給できる。 

・居宅介護福祉用具購入費給付事業 
在宅の要介護者が、入浴や排せつ等の貸与になじまない福祉用具（特定福祉用具）を購
入した場合、購入費用の９割相当額を償還払いで支給する。 
ただし、支給限度基準額は年額１０万円とする。（毎年４月１日～３月３１日） 
   ａ．腰掛便座  ｂ．特殊尿器  ｃ．入浴補助用具 
   ｄ．簡易浴槽  ｅ．移動用リフトの吊り具 

・居宅介護住宅改修費給付事業 
在宅の要介護者が、手すりの取付け等の住宅改修を行った場合、住宅改修費用の９割相
当額を償還払いで支給する。 
ただし、支給限度基準額は、原則として被保険者一名に対し２０万円とする。 
   ａ．手すりの取り付け ｂ．段差の解消 ｃ．滑りの防止 
   ｄ．引き戸等への扉の取替え ｅ．洋式便器等への便器の取替え等 

・居宅介護サービス計画給付事業 
在宅の要介護者が、居宅介護支援事業者の居宅介護支援（ケアプランの作成等のサービ
ス）を受けた場合、国保連合会を通じて提供事業者に費用の全額を支払う。 
居宅介護サービス計画費は、計画作成を受ける旨をあらかじめ町に届け出ることによっ
て、事業者に直接現物給付する。 

・地域密着型介護サービス給付事業 
要介護者が住み慣れた地域で暮らし続けられるように、町の指定を受けた地域密着型介 
護サービス提供事業者から受けたサービス費用の９割分を国保連合会を通じてサービス提 
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供事業者へ支払う。 
   要介護者は、１割相当額を自己負担し、現物給付によってサービスを受給できる。 
     認知症対応型通所介護        小規模多機能型居宅介護 
     地域密着型特定施設入居者生活介護   

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
     夜間対応型訪問介護 

   認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 
・介護予防サービス給付事業 

在宅の要介護者と同様に要支援者（要支援１～２）が、介護予防サービス事業者等から
受けた介護予防サービス費用の９割相当額を国保連合会を通じてサービス提供事業者に支
払う。 
また、要介護者と同じく１割相当額を自己負担し、現物給付によってサービスを受給で
きる。 

・介護予防福祉用具購入費給付事業 
在宅の要介護者と同様に要支援者が、福祉用具（特定福祉用具）を購入した場合、購入
費用の９割相当額を償還払いで支給する。 
なお、支給限度基準額は居宅介護福祉用具購入費と同じ年額１０万円とする。 

・介護予防住宅改修費給付事業 
在宅の要介護者と同様に要支援者が、住宅改修を行った場合、住宅改修費用の９割相当
額を償還払いで支給する。 
なお、支給限度基準額は居宅介護住宅改修費と同じ、原則被保険者一名に対し２０万円
とする。 

・介護予防サービス計画給付事業 
在宅の要介護者と同様に要支援者が、地域包括支援センターの介護予防支援（ケアプラ
ンの作成等のサービス）を受けた場合、国保連合会を通じてセンターに費用の全額を支払
う。 
介護予防サービス計画費は、居宅介護サービス計画費と同じく、あらかじめ町に届け出
ることによって、センターに直接支払われる現物給付となる。 

・地域密着型介護予防サービス給付事業 
要介護者と同様に、要支援者が、町の指定を受けた地域密着型介護予防サービス提供事
業者から受けたサービス費用の９割分を国保連合会を通じてサービス提供事業者へ支払う。 
   介護予防認知症対応型通所介護 

     介護予防小規模多機能型居宅介護 
介護予防認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 

・審査支払手数料事業 
兵庫県国民健康保険団体連合会で行う各種サービス費の請求に関する審査支払事務に係

る手数料を支払う。 
・高額介護サービス費給付事業 

要介護者が居宅又は施設サービスに係る自己負担額が著しく高額であるときは、一定の
金額を超えた負担額を償還払いで支給する。 
ただし、施設サービスにおける食費及び居住費は除く。 
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    被保険者の区分             利用者負担の世帯合算額 
  ａ．生活保護の受給者 
    町民税世帯非課税かつ老齢福祉年金受給者 １５，０００円／月 

ｂ．町民税非課税世帯で合計所得と課税年金収入 
が併せて８０万円以下の者        １５，０００円／月 

  ｃ．町民税非課税世帯でｂに該当しない者   ２４，６００円／月 
ｄ．その他の一般被保険者          ３７，２００円／月 

・高額介護予防サービス費給付事業 
要支援者の介護予防サービス利用に係る自己負担額と他の家族との合計額が一定額を超
えた場合、超えた額を償還払いで支給する。給付基準額は、高額介護サービス費に準ずる。 

・特定入所者介護サービス費給付事業 
要介護者が特定施設(介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設)サー
ビスを利用したときの食費、居住費及び短期入所サービスを利用したときの食費及び滞在
費のうち、基準費用額と利用者負担限度額の差額を補足的給付する。 

・特定入所者介護予防サービス費給付事業 
要支援者が短期入所サービスを利用したときの食費及び滞在費のうち、基準費用額と利
用者負担限度額の差額を補足的給付する。 

・高額医療合算介護サービス費給付事業  
同じ医療保険の世帯内で、医療と介護の両方を合わせた自己負担が、限度額を５００円を超

えた場合、超えた額を給付する。 

 ・医療と介護の自己負担合算後の限度額（年額） 

区 分 

後期高齢者+介護

保険 

（75 歳以上の方） 

医療保険+介護保

険 

（70 歳～74 歳の

方） 

医療保険+介護保

険 

（ 70 歳未満の

方） 

現役並み所得者（課税所得

145 万円以上の方） 
６７万円 ６７万円 １２６万円 

一般（市町村民税課税世帯

の方） 
５６万円 ５６万円 ６７万円 

低Ⅱ ３１万円 ３１万円 

住民税非課税 
低Ⅰ １９万円 １９万円 

３４万円 

・高額医療合算介護予防サービス費給付事業  
同じ医療保険の世帯内で、医療と介護予防の両方を合わせた自己負担が、限度額を５００円

を超えた場合、超えた額を給付する。（医療と介護の自己負担合算後の限度額（年額）を適用す

る。） 

 

≪福祉グループ≫ 
・通所型介護予防事業 

スクリーニングにより把握した二次予防事業対象者に対し、週１回、４会場で「楽々く
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らぶ」を開催する。地域包括支援センターが個別に作成する介護予防ケアプランに基づき、
「運動器の機能向上」や「栄養改善」、「口腔機能の向上」等のメニューを提供する。 
 

≪保険年金グループ≫ ≪すこやか環境グループ≫  
・二次予防事業対象者把握事業 
  ６５歳以上の高齢者を対象とした特定健康診査・後期高齢者健康診査と同時、または単
独にて介護予防健診（生活機能評価）を実施し、二次予防事業対象者を把握する。 
また、要介護認定の非該当者や、主治医、民生委員、地域包括支援センター等関係機関
からの連絡などにより、二次予防事業対象者を把握する。 
 

≪福祉グループ≫ 
・地域介護予防活動支援事業 

生活管理指導短期宿泊事業 
基本的生活習慣が欠如している一人暮らし高齢者等が体調不良に陥った場合などに短期

間特別養護老人ホームなどに宿泊させ、体調を整えながら生活習慣等の指導をする。 
   
≪保険年金グループ≫ 
・介護予防普及啓発事業 

介護予防の知識等を普及啓発することにより、個人や地域全体の理解を深め、予防意識
の向上を図るため、パンフレットの作成・配布や健康講座等を開催する。 

・地域包括支援センター運営事業 
高齢者が、住み慣れた地域で、尊厳ある暮らしや生活が継続できるよう、できるだけ要介護
状態とならないような予防対策から、高齢者の状態に応じた介護サービスや医療サービスまで、
様々なサービスを高齢者の状態に応じ切れ目なく提供することが必要となっている。 
このため、地域の高齢者の心身の健康保持、保健、福祉、医療の向上、生活の安定のために
必要な援助・支援を包括的に担う地域の中核機関として地域包括支援センターの運営及び業務
を委託する。 
・介護給付費適正化事業  
   受給者が、適切なケアプランに基づきサービスを利用しているか、ケアプランのチェックや
介護給付費の通知を行い、不適切な事業所があれば聞き取りや指導を行う。 
・地域ふれあい介護相談事業 
   地域の介護施設へ介護家族を対象とした講演会や介護相談などの業務を委託する。 
 
≪福祉グループ≫ 

・家族介護支援事業 
・家族介護用品給付事業 
常時おむつが必要と認められる要介護４又は５の高齢者等を在宅で介護している家族

（住民税非課税世帯）に、介護用品（紙おむつ・尿取りパッド等）を給付することで、介
護している家族の経済的負担の軽減を図る。 

・家族介護慰労金支給事業   
過去１年間、介護保険サービスを利用しない要介護４又は５の高齢者を在宅で介護する

家族（住民税世帯非課税）に対して、年間１０万円を慰労金として支給する。 
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≪保険年金グループ≫ 
・介護給付費準備基金積立事業 

介護保険事業の剰余金、基金の利息等を介護保険事業の財源に充てるため基金に積立て
する。 

『公債費』 
≪総務グループ≫ 
・介護特会借入金元金償還事業 

加古川市・高砂市・稲美町・播磨町の二市二町で開発した「コミュニティケアネットシ
ステム」の開発費に対して発行された町債に係る元金の償還を行う。 

・介護特会借入金利子償還事業 
上記の町債に係る利子の償還を行う。 

 
≪保険年金グループ≫ 
・被保険者還付事業 

第１号被保険者から徴収した保険料の過誤納付分を還付する。 
・保険料外収入償還事業 
 超過交付となった過年度分の国、県等の負担金等を償還する。 

『予備費』 
≪保険年金グループ≫ 
・介護保険事業特別会計予備費 
  介護保険事業特別会計における予算外の支出又は予算超過の支出に充てるための使途を
特定しない目的外予算。 

 

後期高齢者医療事業特別会計 

≪保険年金グループ≫ 
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期高齢者については、その心身の特性や生活
実態等を踏まえ、独立した医療制度が創設された。 
後期高齢者医療の資格管理、医療給付等は、県内すべての市町が加入して設立された広域連
合が行う。市町は被保険者の便益の増進に寄与するものとして、各種申請・届出の受付事務、
被保険者証の引渡し事務、保険料収納事務などを行い、住民の健康の向上と老人福祉の増進を
図る。 
 

 


